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議案第１号

令和２年度新潟市一般会計予算

 令和２年度新潟市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３９１，０００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，

３５，０００，０００千円と定める。

 （歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 各項に計上した給料，職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 市税 134,924,193

 1 市民税 65,497,861

 2 固定資産税 49,438,370

 3 軽自動車税 2,082,076

 4 市たばこ税 5,094,375

 5 鉱産税 81,596

 6 入湯税 22,877

 7 事業所税 4,633,662

 8 都市計画税 8,073,376

 2 地方譲与税 3,362,728

 1 地方揮発油譲与税 1,256,280

 2 自動車重量譲与税 1,910,992

 3 特別とん譲与税 35,373

 4 航空機燃料譲与税 22,912

 5 石油ガス譲与税 63,171

 6 森林環境譲与税 74,000

 3 利子割交付金 82,635

 1 利子割交付金 82,635

 4 配当割交付金 505,525

 1 配当割交付金 505,525

 5 株式等譲渡所得割交付金 380,189

 1 株式等譲渡所得割交付金 380,189

 6 分離課税所得割交付金 125,333

金 額
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款 項

 1 分離課税所得割交付金 125,333

 7 法人事業税交付金 1,130,022

 1 法人事業税交付金 1,130,022

 8 地方消費税交付金 19,343,178

 1 地方消費税交付金 19,343,178

 9 ゴルフ場利用税交付金 17,986

 1 ゴルフ場利用税交付金 17,986

10 環境性能割交付金 110,704

 1 環境性能割交付金 110,704

11 軽油引取税交付金 5,386,453

 1 軽油引取税交付金 5,386,453

12 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

9,821

 1 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

9,821

13 地方特例交付金 1,022,000

 1 地方特例交付金 1,022,000

14 地方交付税 57,932,557

 1 地方交付税 57,932,557

15 交通安全対策特別交付金 222,444

 1 交通安全対策特別交付金 222,444

16 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,000

 1 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,000

17 分担金及び負担金 859,766

 1 分担金 165,610

 2 負担金 694,156

18 使用料及び手数料 8,094,464

 1 使用料 5,418,050

金 額
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款 項

 2 手数料 2,676,414

19 国庫支出金 67,471,455

 1 国庫負担金 51,281,638

 2 国庫補助金 15,905,163

 3 委託金 284,654

20 県支出金 20,240,710

 1 県負担金 13,716,018

 2 県補助金 4,812,240

 3 委託金 1,622,452

 4 県貸付金 90,000

21 財産収入 1,184,564

 1 財産運用収入 220,812

 2 財産売払収入 963,752

22 寄附金 420,000

 1 寄附金 420,000

23 繰入金 38,657

 1 基金繰入金 38,657

24 繰越金 1

 1 繰越金 1

25 諸収入 22,062,115

 1 延滞金・加算金及び過料 202,482

 2 貸付金元利収入 19,149,258

 3 受託事業収入 32,032

 4 収益事業収入 1,246,876

 5 雑入 1,431,467

26 市債 46,012,500

金 額

-4-



款 項

 1 市債 46,012,500

391,000,000

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 議会費 1,029,084

 1 議会費 1,029,084

 2 総務費 41,616,326

 1 総務管理費 37,651,633

 2 徴税費 2,598,731

 3 戸籍住民基本台帳費 578,175

 4 選挙費 89,974

 5 統計調査費 406,861

 6 人事委員会費 102,092

 7 監査委員費 188,860

 3 民生費 121,253,391

 1 社会福祉費 10,014,400

 2 児童福祉費 44,328,652

 3 障がい福祉費 22,661,106

 4 生活保護費 17,430,742

 5 老人福祉費 26,773,953

 6 国民年金費 44,538

 4 衛生費 25,987,621

 1 保健衛生費 15,085,486

 2 清掃費 10,902,135

 5 労働費 1,267,259

 1 労働諸費 1,267,259

 6 農林水産業費 6,323,645

金 額
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款 項

 1 農業費 3,060,848

 2 農地費 2,863,274

 3 水産業費 399,523

 7 商工費 14,568,702

 1 商業費 12,987,873

 2 工業費 1,580,829

 8 土木費 55,588,497

 1 土木管理費 741

 2 道路橋りょう費 21,002,921

 3 港湾空港費 416,638

 4 都市計画費 26,910,096

 5 公園緑地費 2,772,261

 6 都市排水応急対策費 547,536

 7 建築費 2,371,414

 8 住宅費 1,566,890

 9 消防費 10,401,336

 1 消防費 10,401,336

10 教育費 59,452,239

 1 教育総務費 8,463,748

 2 小学校費 26,971,213

 3 中学校費 15,059,155

 4 高等学校費 1,544,436

 5 幼稚園費 545,253

 6 特別支援学校費 1,544,639

 7 生涯学習費 2,795,254

 8 保健給食費 2,528,541

金 額
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款 項

11 公債費 45,475,278

 1 公債費 45,475,278

12 諸支出金 7,936,622

 1 普通財産取得費 200,000

 2 開発公社費 7,736,622

13 予備費 100,000

 1 予備費 100,000

391,000,000

金 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

総務事務システム構築事業 令和 3年度 72,000 

市税納付お知らせセンター運営事業 令和 3年度から 35,000 

令和 4年度まで

新潟市障がい者住宅整備資金融資損失 資金を貸付けた 約定償還期限到来後１年を経過して，なお元利金（遅延利子を含む

補償（令和２年度） 日から約定償還 。以下同じ。）が回収されなかった場合に当該未回収の元利金を限

期限到来後２年 度として融資機関に対して損失補償する。

を経過した日ま

で

新焼却施設整備事業 令和 3年度 24,000 

新潟市国家戦略特別区域農業保証制度 令和 3年度から 新潟県信用保証協会が新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金の

資金損失補償（令和２年度） 令和19年度まで ための信用保証による代位弁済をした場合に，その損失を限度とし

て当該信用保証協会に対して損失補償する。

地域環境保全林整備事業用地先行取得 令和 2年度から 230,000 

契約［相手方　新潟市土地開発公社］ 令和 3年度まで

除雪対策事業（令和２年度） 令和 3年度から 450,000 

令和 7年度まで

主要地方道新潟中央環状線（信濃川渡 令和 3年度 150,000 

河工区）橋りょう整備事業（令和２年

度）

道路橋りょう事業（令和２年度） 令和 3年度 200,000 

市道北田中線・高井橋旧橋撤去事業（ 令和 3年度 132,000 

令和２年度）

都市計画道路秋葉程島線事業用地先行 令和 2年度から 152,000 

取得契約［相手方　新潟市土地開発公 令和 3年度まで

社］

都市計画道路新津新町・大久保線事業 令和 2年度から 75,000 

用地先行取得契約［相手方　新潟市土 令和 3年度まで

地開発公社］

道路橋りょう維持補修事業（令和２年 令和 3年度 200,000 

度）

橋りょう定期点検事業 令和 3年度 45,000 

新潟駅万代広場整備に伴う用地取得の 令和 3年度 840,000 

損失補償

新潟駅万代広場整備に伴う地下構造物 令和 3年度から 490,000 

等の撤去 令和 4年度まで

新潟駅付近連続立体交差事業 令和 3年度から 17,197,500 

令和 6年度まで

新潟市火災共済生活協同組合に対して 令和 2年度 新潟市火災共済生活協同組合が行う火災共済事業において，同組合

行う支払資金の貸付補償 が保有する支払資金をもってしても共済責任を果たすことができな

いと認めた場合において，100,000千円を限度として貸付けるもの

とする。

地方債の共同発行によって生ずる連帯 令和 2年度から 元金1,186,000,000千円及び当該額に対する利子相当額

債務（令和２年度） 令和12年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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新潟市土地開発公社事業資金融資債務 令和 2年度から 新潟市土地開発公社が令和2年度に市長の承認する金融機関から事

保証 令和 5年度まで 業資金を借り入れる場合，総額100,000千円に約定利息を加えた額

を限度として公有地の拡大の推進に関する法律によりその債務を保

証するものとする。

新潟市土地開発公社事業資金融資債務 令和 2年度から 新潟市土地開発公社が令和2年度に市長の承認する金融機関から事

保証 令和 3年度まで 業資金を借り入れる場合，総額7,800,000千円に約定利息を加えた

額を限度として公有地の拡大の推進に関する法律によりその債務を

保証するものとする。

事 項 期 間 限 度 額
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第３表　　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

庁舎整備事業費 930,700 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

（単位　千円）

コミュニティ施設整備事業費 82,000 貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

防災設備整備事業費 72,000 又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

文化施設等整備事業費 157,500 債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

体育施設整備事業費 10,500 発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

保育所整備事業費 193,600 （他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。

ひまわりクラブ整備事業費 67,300 の地 を行った後においては

子育て支援センター整備事業費 4,100 方公 ，当該見直し後の利率

斎場整備事業費 97,800 同発

障がい福祉施設整備事業費 8,400 共団 ）

老人福祉施設整備事業費 1,240,700 体と

ごみ処理施設整備事業費 192,000 行を

農道整備事業費 7,200 含む

水道事業出資金 159,600 の共

漁港整備事業費 149,500

県営土地改良事業費負担金 259,200 。）

団体営土地改良事業費 75,500

商工施設整備事業費 635,900

道路橋りょう整備事業費 10,419,600

農業施設整備事業費 74,400

街路事業費 4,677,700

都市計画施設整備事業費 615,300

急傾斜地整備事業費 11,600

新潟空港整備事業費負担金 130,700

公共建築物保全適正化推進事業費 1,635,300

小学校校舎屋体建設事業費 937,100

公園緑地整備事業費 534,500

都市排水応急対策事業費 61,500

中学校大規模改造事業費 67,800

特別支援学校整備事業費 83,900

小学校大規模改造事業費 100,300

中学校校舎屋体建設事業費 74,900

公営住宅建設事業費 231,700

消防施設整備事業費 326,600

臨時財政対策費 21,632,000

特別支援学校大規模改造事業費 13,900

給食センター建設事業費 40,200
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議案第２号

令和２年度新潟市国民健康保険事業会計予算

 令和２年度新潟市の国民健康保険事業会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ７５，１３１，７０６千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。

 （歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 第２款各項に計上した負担金補助及び交付金の予算額に過不足を生じた場合に

おけるその経費の各項の間の流用 

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 国民健康保険料 13,910,088

 1 国民健康保険料 13,910,088

 2 国民健康保険税 4,432

 1 国民健康保険税 4,432

 3 使用料及び手数料 1

 1 手数料 1

 4 国庫支出金 56,424

 1 国庫補助金 56,424

 5 県支出金 54,903,585

 1 県補助金 54,903,585

 6 連合会支出金 1,000

 1 連合会補助金 1,000

 7 財産収入 986

 1 財産運用収入 986

 8 繰入金 6,068,780

 1 他会計繰入金 5,833,784

 2 基金繰入金 234,996

 9 繰越金 1

 1 繰越金 1

10 諸収入 186,409

 1 延滞金・加算金及び過料 80,000

 2 雑入 106,409

75,131,706

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,301,581

 1 総務管理費 1,300,135

 2 徴収費 179

 3 運営協議会費 1,267

 2 保険給付費 54,105,946

 1 療養諸費 46,913,750

 2 高額療養費 7,014,720

 3 移送費 2

 4 出産育児諸費 126,474

 5 葬祭諸費 51,000

 3 国民健康保険事業費納付金 18,962,848

 1 医療給付費分 12,941,808

 2 後期高齢者支援金等分 4,470,365

 3 介護納付金分 1,550,675

 4 保健事業費 679,825

 1 保健事業費 54,433

 2 特定健康診査等事業費 625,392

 5 基金積立金 986

 1 基金積立金 986

 6 諸支出金 80,520

 1 償還金及び還付加算金 80,520

75,131,706

金 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

保険料納付お知らせセンター運営事業 令和 3年度から 26,250 

令和 4年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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議案第３号

令和２年度新潟市中央卸売市場事業会計予算 

 令和２年度新潟市の中央卸売市場事業会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１，４８５，０６１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２

表 地方債」による。 

  令和２年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場収入 417,513

 1 使用料 417,512

 2 手数料 1

 2 財産収入 123,227

 1 財産運用収入 123,227

 3 繰入金 605,148

 1 他会計繰入金 564,412

 2 基金繰入金 40,736

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 142,172

 1 雑入 142,172

 6 市債 197,000

 1 市債 197,000

1,485,061

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場費 594,607

 1 市場費 594,607

 2 公債費 890,079

 1 公債費 890,079

 3 基金積立金 75

 1 基金積立金 75

 4 予備費 300

 1 予備費 300

1,485,061

金 額

歳 出 合 計
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第２表　　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

（単位　千円）

中央卸売市場施設整備事業費 197,000 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

について利率の見直し 債に借り換えることができる。あああああああ

を行った後においては

，当該見直し後の利率

）
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議案第４号

令和２年度新潟市と畜場事業会計予算 

 令和２年度新潟市のと畜場事業会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ２５５，７３９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２

表 地方債」による。 

  令和２年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一 
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 使用料及び手数料 136,352

 1 使用料 136,352

 2 財産収入 1,156

 1 財産運用収入 1,156

 3 繰入金 76,486

 1 他会計繰入金 76,486

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 2,744

 1 雑入 2,744

 6 市債 39,000

 1 市債 39,000

255,739

金 額

歳 入 合 計

-21-



    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 と畜場費 219,676

 1 と畜場費 219,676

 2 公債費 35,963

 1 公債費 35,963

 3 予備費 100

 1 予備費 100

255,739

金 額

歳 出 合 計
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，当該見直し後の利率

）

について利率の見直し 債に借り換えることができる。あああああああ

を行った後においては

債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

第２表　　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

食肉センター施設設備改善工事費 39,000 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

（単位　千円）
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議案第５号

令和２年度新潟市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計予算

 令和２年度新潟市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計の予算は，次に定めるところに

よる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３７２，２６３千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 繰入金 4,405

 1 他会計繰入金 4,405

 2 繰越金 12,913

 1 繰越金 12,913

 3 諸収入 354,945

 1 貸付金元利収入 339,412

 2 雑入 15,533

372,263

金 額

歳 入 合 計

-25-



    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 372,263

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 372,263

372,263

金 額

歳 出 合 計
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議案第６号

令和２年度新潟市介護保険事業会計予算 

 令和２年度新潟市の介護保険事業会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ８３，５４３，７１２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

 （１） 第２款各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の各項の

間の流用 

  令和２年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 介護保険料 16,950,717

 1 介護保険料 16,950,717

 2 使用料及び手数料 9,059

 1 手数料 9,059

 3 国庫支出金 19,114,312

 1 国庫負担金 13,936,066

 2 国庫補助金 5,178,246

 4 県支出金 11,912,419

 1 県負担金 11,310,296

 2 県補助金 602,123

 5 支払基金交付金 21,665,622

 1 支払基金交付金 21,665,622

 6 財産収入 618

 1 財産運用収入 618

 7 繰入金 13,884,464

 1 一般会計繰入金 13,051,303

 2 基金繰入金 833,161

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 6,500

 1 延滞金・加算金及び過料 1

 2 雑入 6,499

83,543,712

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,830,067

 1 総務管理費 1,301,315

 2 徴収費 100,844

 3 介護認定調査・審査会費 427,908

 2 保険給付費 77,681,119

 1 介護サービス等諸費 70,216,056

 2 介護予防サービス等諸費 2,242,627

 3 その他諸費 43,320

 4 高額介護サービス等費 1,849,074

 5 高額医療合算介護サービス等費 161,883

 6 特定入所者介護サービス等費 3,168,159

 3 地域支援事業費 4,031,908

 1 介護予防・生活支援サービス事業
費

2,447,617

 2 一般介護予防事業費 107,718

 3 包括的支援事業・任意事業費 1,469,980

 4 その他諸費 6,593

 4 基金積立金 618

 1 基金積立金 618

83,543,712

金 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

保険料納付お知らせセンター運営事業 令和 3年度から 5,250 

令和 4年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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議案第７号

令和２年度新潟市公債管理事業会計予算 

 令和２年度新潟市の公債管理事業会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ７５，３００，２７８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

  令和２年２月１８日提出 

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 繰入金 51,399,278

 1 他会計繰入金 45,455,278

 2 基金繰入金 5,944,000

 2 市債 23,901,000

 1 市債 23,901,000

75,300,278

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 公債費 75,300,278

 1 公債費 75,300,278

75,300,278

金 額

歳 出 合 計
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議案第８号

令和２年度新潟市後期高齢者医療事業会計予算

 令和２年度新潟市の後期高齢者医療事業会計の予算は，次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ９，４６５，２７７千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 後期高齢者医療保険料 7,204,262

 1 後期高齢者医療保険料 7,204,262

 2 国庫支出金 269

 1 国庫補助金 269

 3 繰入金 2,010,224

 1 他会計繰入金 2,010,224

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 250,521

 1 延滞金・加算金及び過料 991

 2 償還金及び還付加算金 10,998

 3 受託事業収入 233,251

 4 雑入 5,281

9,465,277

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 132,882

 1 総務管理費 132,882

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 8,931,907

 1 後期高齢者医療広域連合納付金 8,931,907

 3 保健事業費 388,989

 1 健康保持増進事業費 388,989

 4 諸支出金 10,999

 1 償還金及び還付加算金 10,999

 5 予備費 500

 1 予備費 500

9,465,277

金 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

保険料納付お知らせセンター運営事業 令和 3年度から 3,500 

令和 4年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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議案第９号 

令和２年度新潟市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和２年度新潟市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 （１） 下水道への接続世帯数 ３００，０００世帯 

 （２） 年間有収水量   ７０，３１８，０００㎥ 

                 １日平均有収水量 １９２，６００㎥ 

 （３） 主要な建設改良事業 

     管渠，ポンプ場及び処理場等整備事業  １３，９５１，１３４千円 
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 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。なお，営業外費用中企業

債利息４，９８５，７３７千円の財源に充てるため，企業債８４，７００千円を借り入

れる。 

    収  入                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 事業収益 ３２，７０６，１７２

 第１項 営業収益 ２２，３１９，２００

 第２項 営業外収益 １０，３８６，９７１

 第３項 特別利益 １

    支  出                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 事業費 ３１，３０６，４７４

 第１項 営業費用 ２６，３１８，３８４

 第２項 営業外費用 ４，９８５，７３７

 第３項 特別損失 １，８５３

 第４項 予備費 ５００
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１２，９６６，５３６千円は，当年度消費税及び地方消費税資

本的収支調整額６９３，２１５千円，当年度損益勘定留保資金等１１，７５１，３７６

千円及び当年度利益剰余金処分額５２１，９４５千円で補てんするものとする。）。 

    収  入                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 資本的収入 ２３，７１７，６０１

 第１項 企業債 １６，８８１，８００

 第２項 国県補助金 ４，０４３，７８３

 第３項 他会計補助金 ２，６７２，６６８

 第４項 負担金 １１９，３５０

    支  出                      （単位 千円） 

科     目 金     額 

第１款 資本的支出 ３６，６８４，１３７

 第１項 建設改良費 １５，２４２，３３３

 第２項 企業債償還金 ２１，４４１，８０４
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 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。 

                                 （単位 千円） 

事    項 期   間 限 度 額 

白山下水道橋耐震補強（Ｐ３橋脚）工事 

令和３年度から 

令和５年度まで 

６７０，０００

白山ポンプ場合流改善貯留施設設置工事 

令和３年度から 

令和４年度まで 

７２０，０００

関屋ポンプ場合流改善貯留施設設置工事 

令和３年度から 

令和４年度まで 

６５０，０００

横越排水区雨水調整池築造工事 令和３年度 ２６０，０００

坂井輪排水区坂井輪雨水１号幹線 

導水管下水道工事 

令和３年度 ３２０，０００

中部下水処理場汚泥処理受変電設備工事 令和３年度 ５５０，０００

万代ポンプ場計装設備工事 令和３年度 ３００，０００

ポンプ場管理棟直流電源設備工事 令和３年度 １５０，０００

公共下水道建設改良事業 令和３年度 １，５００，０００

公共下水道維持管理事業 令和３年度 １００，０００
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（企業債） 

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。 

                                 （単位 千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道 

建設事業 

９，７８３，７００ 普通貸借又

は債券発行

年５．０％以内

（ただし,利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で，政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては,当

該見直し後の利

率) 

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より，毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし，

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し，償還年限

を短縮し，又は

低利債に借り換

えることができ

る。 

流域下水道 

建設事業 

５８１，３００

特定環境保全 

公共下水道 

建設事業 

２１４，３００

公設浄化槽 

建設事業 

３０，８００

農業集落排水 

建設事業 

５０，３００

下水道事業債 

（特別措置分）

４５５，６００

借換債 ５５０，５００

資本費平準化

債 

５，３００，０００
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 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は，１０，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定め

る。 

 （１） 営業費用，営業外費用及び特別損失の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

ない。 

 （１） 職員給与費 １，５０７，６０６千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に充てるため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，１３，

７３１，９４１千円である。 

  令和２年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   
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議案第１０号 

令和２年度新潟市水道事業会計予算 

（総則）

第１条 令和２年度新潟市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。

（１） 給水戸数             ３３１，０００戸

（２） 年間総配水量        ９６，４９４，０００㎥

１日平均配水量 ２６４，０００㎥

（３） 主要な建設改良事業

基幹管路更新事業      ２，６２０，２００千円

基幹管路整備事業        ４５４，３００千円

配水支管更新事業      ２，７４２，２１１千円

配水場施設整備事業     １，０２０，６００千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 事業収益 １７，４５２，６４４

第１項 営業収益 １５，４８３，４８８

第２項 営業外収益 １，４１１，５２５

第３項 特別利益 ５５７，６３１

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 事業費 １５，７９８，６２２

第１項 営業費用 １４，５５５，００７

第２項 営業外費用 ８５０，４９７

 第３項 特別損失 ３８８，１１８

第４項 予備費 ５，０００
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額７，８６５，２９５千円は，当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額７３０，５１６千円，当年度損益勘定留保資金５，０３９，５７６千円及

び建設改良積立金２，０９５，２０３千円で補てんするものとする。）。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 資本的収入 ４，３８８，４７１

第１項 企業債 ３，６６９，０００

第２項 国庫補助金 ２８４，２３７

第３項 出資金 １５５，０００

第４項 固定資産売却代金 １

第５項 消火栓設置負担金 ６４，１０８

第６項 補償金 ２１０，１２５

第７項 投資償還金 ６，０００

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 資本的支出 １２，２５３，７６６

第１項 建設改良費 ９，１２５，１３５

第２項 企業債償還金 ３，１２８，６３１
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（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

（単位 千円）

事    項 期   間 限  度  額

巻浄水場施設整備実施設計業務 令和３年度 ５１，０００

満願寺系配水場設備更新実施設計業務 令和３年度 ５２，０００

長峰配水場施設整備工事 令和３年度 ５２０，０００

浄水用薬品購入経費 令和３年度 １４０，０００

水道週間行事企画・運営業務 令和３年度 ８，０００

料金システム修正業務 令和３年度 １２１，０００

配水管布設工事 令和３年度 １，７００，０００
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（企業債）

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（単位 千円）

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

基幹管路更新事

業

１，５３８，０００ 普通貸借又

は債券発行

年５．０％以内

（ただし，利率

見直し方式で借

り 入れ る 場 合

で，政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては，当

該見直し後の利

率）

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より，毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし，

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し，償還年限

を短縮し，又は

低利債に借り換

えることができ

る。

配水支管更新事

業

１，３７５，０００

配水場施設整備

事業

７５６，０００
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定め

る。

（１） 営業費用，営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

ない。

（１） 職員給与費 ２，８７５，１５５千円

（２） 交際費         ２００千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は，１８５，０００千円と定める。

 （重要な資産の取得及び処分）

第１０条 重要な資産の取得及び処分は，次のとおりとする。

（１） 取得する資産

種  類 名   称 数  量

工具・器具及び備品 可搬式ディーゼルエンジン発電機 １式

令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一  
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議案第１１号

令和２年度新潟市病院事業会計予算 

（総則）

第１条 令和２年度新潟市病院事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。

（１） 病床数 

６７６床 一般病床 ６５２床

精神病床  １６床

感染症病床  ８床

（２） 年間患者数

 入院患者 ２１５，５６２人 

 外来患者 ２４５，４３０人 

（３） 主要な建設改良事業

    市民病院器械備品購入     ４０２，０００千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 市民病院事業収益 ２５，４０２，２４１

第１項 医業収益 ２１，５４３，０８５

第２項 医業外収益 ３，８２７，１２７

第３項 附帯事業収益 ２２，０２９

第４項 特別利益 １０，０００

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 市民病院事業費用 ２６，１２６，９９５

第１項 医業費用 ２５，５４９，５７７

第２項 医業外費用 ５１５，４９２

第３項 附帯事業費用 ５０，９２６

第４項 特別損失 １０，０００

第５項 予備費 １，０００
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１，１１１，０７８千円は，当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額１，１９５千円及び過年度損益勘定留保資金１，１０９，８８３千円で補

てんするものとする。）。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 市民病院資本的収入 １，３６９，９５８

第１項 企業債 ３５０，０００

第２項 負担金交付金 １，０１９，９５８

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額 

第１款 市民病院資本的支出 ２，４８１，０３６

第１項 建設改良費 ４９７，４９２

第２項 企業債償還金 １，９８３，５４４
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（企業債）

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（単位 千円）

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

建設改良事業 ３５０，０００ 普通貸借又

は債券発行

年５．０％以内

（ただし，利率

見直し方式で借

り 入れ る 場 合

で，政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては，当

該見直し後の利

率）

借り入れの年か

ら据置期間を含

み３０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より，毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし，

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し，償還年限

を短縮し，又は

低利債に借り換

えることができ

る。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は，３，５００，０００千円と定める。

-53-



（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 医業費用，医業外費用，附帯事業費用及び特別損失に計上した経費のうち，次

条に定める経費以外の経費に係る予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の項

の間の流用

（２） 医業費用，附帯事業費用及び特別損失に計上した職員給与費に係る予算額に過

不足を生じた場合におけるその経費の項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

ない。

（１） 職員給与費 １２，１５４，５２６千円

（２） 交際費          ３００千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は，４，３００，０００千円と定める。

（重要な資産の取得及び処分）

第１０条 重要な資産の取得及び処分は，次のとおりとする。

（１） 取得する資産

種  類 名     称 数  量

器 械 備 品 据置型デジタル式汎用 X 線透視診断装置 １式

令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一  
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議案第１２号

新潟市中央卸売市場業務条例の制定について 

 新潟市中央卸売市場業務条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市中央卸売市場業務条例 

 新潟市中央卸売市場業務条例（昭和４６年新潟市条例第４３号）の全部を改正する。

目次

第１章 総則（第１条―第４条）

第２章 市場関係事業者

第１節 卸売業者（第５条―第２２条）

第２節 仲卸業者（第２３条―第３２条）

第３節 売買参加者（第３３条―第３６条）

第４節 関連事業者（第３７条―第４４条）

第３章 売買取引及び決済の方法（第４５条―第５２条）

第４章 取引参加者の遵守事項（第５３条―第６９条）

第５章 物品の品質管理（第７０条）

第６章 市場施設の使用（第７１条―第８１条）

第７章 開設者の遵守事項等

第１節 開設者の遵守事項（第８２条・第８３条）

第２節 検査及び監督（第８４条―第８６条）

第８章 雑則（第８７条―第９２条）

附則

第１章 総則

（目的）
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第１条 この条例は，新潟市中央卸売市場（以下「市場」という。）に係る卸売市場法（

昭和４６年法律第３５号。以下「法」という。）第４条第４項に規定する事項及び施設

の使用，監督処分その他の市場の業務運営に関する事項について定め，その適正かつ健

全な運営を確保することにより，生鮮食料品等の取引の適正化とその生産及び流通の円

滑化を図り，もって市民生活の安定に資することを目的とする。

（取扱品目の部類及び取扱品目）

第２条 市場の取扱品目の部類及び取扱品目は，規則で定める。

（開場の期日）

第３条 市場は，次に掲げる休業日を除き，毎日開場するものとする。

 （１） 日曜日（１月５日及び１２月２７日から１２月３０日までの間における日曜日

を除く。）

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

 （３） １月２日から４日まで及び１２月３１日

２ 市長は，前項の規定にかかわらず，出荷者及び消費者の利益を確保するため特に必要

があると認めるときは，休業日に開場し，又はこれらの者の利益を阻害しないと認める

ときは，休業日以外の日に休業することができる。

３ 市長は，前項の規定により休業日に臨時に開場し，又は休業日以外の日に臨時に休業

しようとするときは，取扱品目に係る生産出荷の事情，小売商の貯蔵販売能力，消費者

の食習慣，購買慣習等を十分考慮して行うものとする。

（開場の時間）

第４条 開場の時間は，午前０時から午後１２時までとする。ただし，市長は，市場の業

務の適正かつ健全な運営を確保するため必要があると認めるときは，これを臨時に変更

することができる。

第２章 市場関係事業者

第１節 卸売業者
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（卸売業者の定義）

第５条 この条例において「卸売業者」とは，第７条第１項の規定により市長の許可を受

け，取扱品目について，その出荷者から卸売のための販売の委託を受け，又は買い受け

て，市場において卸売をする業務を行う者をいう。

（卸売業者の数の最高限度）

第６条 卸売業者の数の最高限度は，取扱品目の部類ごとに規則で定める。

 （卸売業務の許可）

第７条 卸売業者として卸売の業務を行おうとする者は，市長の許可を受けなければなら

ない。

２ 前項の許可は，取扱品目の部類ごとに行う。

３ 第１項の許可を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出

しなければならない。

（１） 名称及び住所

（２） 資本金又は出資の額及び役員の氏名

（３） 許可を受けて卸売の業務を行おうとする取扱品目の部類

４ 前項の申請書には，規則で定める書類を添付しなければならない。

５ 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，第１項の許可をしてはならない。

（１） 申請者が法人でないとき。

（２） 申請者が，第１０条第１項又は第８６条第１項第３号の規定による許可の取消

しを受け，その取消しの日から起算して３年を経過しない者であるとき。

（３） 申請者の業務を執行する役員のうち，次のいずれかに該当する者があるとき。

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ないもの

イ 禁錮以上の刑に処せられた者で，その刑の執行を終わり，又はその刑の執行を受

けることがなくなった日から起算して３年を経過しないもの

ウ 第８６条第１項第３号の規定による許可の取消しを受けた法人のその処分を受け

-57-



る原因となった事項が発生した当時現にその法人の業務を執行する役員として存在

した者（当該事項の発生を防止するため相当の努力をした者でその旨を疎明したも

のを除く。）で，その処分の日から起算して３年を経過しないもの

エ 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。），暴力団員（同条第３号に規定する暴力団

員をいう。以下同じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関

係を有するもの

（４） 申請者が市場における卸売の業務を適確に遂行するために必要な知識及び経験

又は資力信用を有しない者であるとき。

（５） 申請者が暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有する者であるとき。

（６） 前条に定める卸売業者の数の最高限度を超えることとなるとき。

６ 市長は，第１項の許可の申請をした者が第１０条第２項の規定による許可の取消しを

受け，その取消しの日から起算して１年を経過しない者であるときは，第１項の許可を

しないことができる。

（卸売業者の事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割）

第８条 卸売業者が事業（市場における卸売の業務に係るものに限る。）の譲渡しをする

場合において，譲渡人及び譲受人が譲渡し及び譲受けについて市長の認可を受けたとき

は，譲受人は，卸売業者の地位を承継する。

２ 卸売業者たる法人の合併の場合（卸売業者たる法人と卸売業者でない法人が合併して

卸売業者たる法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合（市場における卸売の業務

を承継させる場合に限る。）において，当該合併又は分割について市長の認可を受けた

ときは，合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該事

業を承継した法人は，卸売業者の地位を承継する。

３ 第１項又は前項の認可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，申請書を
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市長に提出しなければならない。

４ 前条第４項から第６項までの規定は，第１項又は第２項の認可について準用する。こ

の場合において，前条第４項中「前項の申請書」とあるのは「第８条第３項の申請書」

と，同条第５項中「申請者」とあるのは「その申請に係る譲受人又は合併後存続する法

人若しくは合併により設立される法人若しくは分割により市場における卸売の業務を承

継する法人」と，同条第６項中「第１項の許可の申請をした者」とあるのは「第８条第

１項又は第２項の認可の申請に係る譲受人又は合併後存続する法人若しくは合併により

設立される法人若しくは分割により市場における卸売の業務を承継する法人」と，「第

１項の許可を」とあるのは「第８条第１項又は第２項の認可を」と読み替えるものとす

る。

 （卸売業者の名称変更等の届出）

第９条 卸売業者は，その名称の変更その他の規則で定める事由が生じたときは，遅滞な

く，その旨を市長に届け出なければならない。

（卸売業務の許可の取消し）

第１０条 市長は，卸売業者が第７条第５項第３号若しくは第５号のいずれかに規定する

者に該当することとなったとき，又はその業務を適確に遂行するために必要な資力信用

を有しなくなったと認めるときは，第７条第１項の許可を取り消さなければならない。

２ 市長は，卸売業者が正当な理由がなく，次の各号のいずれかに該当するときは，第７

条第１項の許可を取り消すことができる。

（１） 第７条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内に卸売の業務を開

始しないとき。

（２） 引き続き１月以上卸売の業務を休止したとき。

（卸売業者の保証金の預託）

第１１条 卸売業者は，第７条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内に，

保証金を市長に預託しなければならない。
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２ 卸売業者は，保証金を預託した後でなければ，卸売の業務を開始してはならない。

（卸売業者の保証金の額）

第１２条 前条第１項の保証金の額は，取扱品目の部類ごとに，１２０万円以上１，００

０万円以下の範囲内において規則で定める。

２ 前項の保証金は，次に掲げる有価証券をもって代用することができる。

（１） 国債証券

（２） 地方債証券

（３） 日本銀行が発行する出資証券

（４） 特別の法律により法人が発行する債券

３ 前項の有価証券の価格は，次の各号に掲げる有価証券の区分に応じ，当該各号に定め

る額以下において規則で定める額とする。

（１） 国債証券，地方債証券又は政府がその債務について保証契約をした債券 額面

金額に相当する額

（２） 前項第３号及び第４号に掲げる有価証券（前号に掲げる債券を除く。） 額面

金額の１００分の９０に相当する額

（卸売業者の保証金の追加預託）

第１３条 保証金について差押，仮差押又は仮処分命令の送達があったとき，国税滞納処

分又はその例による差押があったとき，預託すべき保証金の額が増額されたときその他

保証金に不足を生じたときは，卸売業者は，市長の指定する期間内に，処分された金額

又は不足金額に相当する金額を追加して預託しなければならない。

２ 卸売業者は，前項の規定による預託を完了しない場合においては，指定期間経過後そ

の預託を完了するまでは，卸売の業務を行うことができない。

３ 第１項の規定による預託については，前条第２項及び第３項の規定を準用する。

（卸売業者の保証金の充当）

第１４条 市長は，卸売業者が使用料，保管料その他市場に関して市に納付すべき金額の
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納付を怠ったときは，次項の優先して弁済を受ける権利に優先して，保証金をこれに充

てることができる。

２ 卸売業者に対して市場における卸売のための販売又は販売の委託をした者は，当該販

売又は販売の委託による債権に関し，当該卸売業者が預託した前項の保証金について，

他の債権者に優先して弁済を受ける権利を有するものとする。

（卸売業者の保証金の返還）

第１５条 保証金は，卸売業者がその資格を失った日から起算して６０日を経過した後で

なければ，これを返還しない。

（せり人の定義）

第１６条 この条例において「せり人」とは，次条第１項の規定により市長の登録を受け，

卸売業者がせり売の方法により販売する業務に従事させる者をいう。

（せり人の登録）

第１７条 卸売業者がせり人として業務に従事させようとする者は，その者について当該

卸売業者が市長の登録を受けている者でなければならない。

２ 卸売業者は，前項の登録を受けようとするときは，次に掲げる事項を記載した登録申

請書を市長に提出しなければならない。

（１） 申請者の名称

（２） 登録を受けようとする者の氏名及び住所

（３） 登録を受けようとする者がせりを行う取扱品目の部類

３ 前項の登録申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。

（１） 登録を受けようとする者の履歴書

（２） 登録を受けようとする者の住民票の写し

（３） 登録を受けようとする者の身分証明書

（４） 第５項第２号に該当しないことについて登録を受けようとする者が誓約する書

面
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４ 市長は，第２項の規定による登録の申請があったときは，次項の規定により登録がで

きない場合を除き，登録申請書を受理した日から起算して３０日以内にせり人登録簿に

次に掲げる事項を登載し，速やかに，その旨を申請者に通知するとともにせり人に対し

登録証及び記章を交付するものとする。

（１） せり人の氏名及び住所

（２） 登録年月日

（３） 登録番号

５ 市長は，第２項の規定による登録の申請があった場合において，登録を受けようとす

る者が次の各号のいずれかに該当するとき，又は登録申請書若しくはその添付書類に虚

偽の記載があり，若しくは重要な事実の記載が欠けているときは，その登録をしてはな

らない。

（１） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ないものであるとき。

（２） 禁錮以上の刑に処せられた者で，その刑の執行を終わり，又はその刑の執行を

受けることがなくなった日から起算して３年を経過しないものであるとき。

（３） 第１９条又は第８６条第５項の規定による登録の取消しを受け，その取消しの

日から起算して１年を経過しない者であるとき。

（４） せりを遂行するために必要な経験又は能力を有しない者であるとき。

６ 市長は，前項第４号に規定する経験又は能力の有無の認定のため，規則で定めるとこ

ろにより，試験を行うものとする。

７ 第１項に規定する登録の有効期間は，登録の日から起算して５年間とする。ただし，

次に掲げる者の登録の有効期間は，登録の日から起算して３年間とする。

（１） 初めて登録を受ける者

（２） 第１９条又は第８６条第５項の規定により取消しを受けた者で，当該取消し後

の最初の登録を受けるもの

（３） 第８６条第５項の規定により業務の停止を命ぜられた後の最初の登録の更新を
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受ける者

（せり人の登録の更新）

第１８条 卸売業者は，せり人にその有効期間満了の日後も引き続き市場における卸売の

せりを行わせようとするときは，当該せり人の登録の更新を受けなければならない。

２ 前項の登録の更新を受けようとする卸売業者は，当該せり人の登録の有効期間の満了

日の６０日前から３０日前までの間に，次に掲げる事項を記載した登録更新申請書を市

長に提出しなければならない。

（１） 申請者の名称

（２） 登録の更新を受けようとするせり人の氏名及び住所

（３） 登録年月日

（４） 登録番号

３ 前項の登録更新申請書には，前条第５項第１号及び第２号に該当しないことを第１項

の登録の更新を受けようとするせり人が誓約する書面を添付しなければならない。

４ 前条第５項（第３号を除く。）及び第６項の規定は，第１項の登録の更新について準

用する。

（せり人の登録の取消し）

第１９条 市長は，せり人が第１７条第５項第１号若しくは第２号のいずれかに該当する

こととなったとき，又はせりを遂行するに必要な能力を有しなくなったと認めるときは，

その登録を取り消さなければならない。

（せり人の登録の抹消）

第２０条 市長は，せり人が次の各号のいずれかに該当するときは，その登録を抹消する

ものとする。

（１） 前条の規定による登録の取消しを受けたとき。

（２） 卸売業者が当該せり人に係る登録の抹消を申請したとき。

（３） 卸売業者が当該せり人に係る登録の更新を受けなかったとき。
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（４） 第８６条第５項の規定により登録の取消しの処分を受けたとき。

２ 前項の規定により登録を抹消されたせり人は，速やかに，登録証及び記章を市長に返

還しなければならない。

（記章の着用）

第２１条 せり人は，卸売のせりに従事するときは，規則で定める記章を着用しなければ

ならない。

（事業報告書等の提出）

第２２条 卸売業者は，事業年度ごとに，規則で定めるところにより，事業報告書を作成

し，市長に提出しなければならない。

２ 卸売業者は，前項の事業報告書（出荷者が安定的な決済を確保するために必要な財務

に関する情報として規則で定めるものが記載された部分に限る。）について閲覧の申出

があった場合には，規則で定める正当な理由がある場合を除き，これを閲覧させなけれ

ばならない。

３ 卸売業者は，規則で定めるところにより，残高試算表を作成し，市長に提出しなけれ

ばならない。

第２節 仲卸業者

（仲卸業者の定義）

第２３条 この条例において「仲卸業者」とは，第２５条第１項の規定により市長の許可

を受け，卸売業者から卸売を受けた取扱品目の部類に属する物品（法第２条第１項に規

定する生鮮食料品等をいう。以下同じ。）を，市場内の店舗において販売する者をいう。

（仲卸業者の数の最高限度）

第２４条 仲卸業者の数の最高限度は，規則で定める。

（仲卸業務の許可）

第２５条 仲卸しの業務を行おうとする者は，市長の許可を受けなければならない。

２ 前項の許可は，取扱品目の部類ごとに行う。
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３ 第１項の許可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，次に掲げる事項を

記載した許可申請書を市長に提出しなければならない。

（１） 氏名又は名称及び住所

（２） 商号

（３） 法人である場合にあっては，資本金又は出資の額及び役員の氏名

（４） 許可を受けて仲卸しの業務を行おうとする取扱品目の部類

４ 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，第１項の許可をしてはならない。

（１） 申請者が破産手続の開始決定を受けて復権を得ないものであるとき。

（２） 申請者が禁錮以上の刑に処せられた者で，その刑の執行を終わり，又はその刑

の執行を受けることがなくなった日から起算して３年を経過しないものであるとき。

（３） 申請者が仲卸しの業務について第２９条第１項若しくは第２項又は第８６条第

２項の規定による許可の取消しを受け，その取消しの日から起算して３年を経過しな

い者であるとき。

（４） 申請者が仲卸しの業務を適確に遂行するために必要な知識及び経験又は資力信

用を有しない者であるとき。

（５） 申請者が暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有する者であるとき。

（６） 申請者が法人である場合において，その業務を執行する役員のうち，前各号（

第４号を除く。）に規定する者のいずれかに該当するものがあるとき。

（７） 仲卸業者の数が前条に定める仲卸業者の数の最高限度を超えることとなるとき。

（仲卸業者の事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割）

第２６条 仲卸業者が事業（市場における仲卸しの業務に係るものに限る。）の譲渡しを

する場合において，譲渡人及び譲受人が譲渡し及び譲受けについて市長の認可を受けた

ときは，譲受人は，仲卸業者の地位を承継する。

２ 仲卸業者たる法人の合併の場合（仲卸業者たる法人と仲卸業者でない法人が合併して
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仲卸業者たる法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合（市場における仲卸しの業

務を承継させる場合に限る。）において，当該合併又は分割について市長の認可を受け

たときは，合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該

業務を承継した法人は，仲卸業者の地位を承継する。

３ 第１項又は前項の認可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，認可申請

書を市長に提出しなければならない。

４ 前条第４項の規定は，第１項又は第２項の認可について準用する。この場合において，

前条第４項中「申請者」とあるのは「その申請に係る譲受人又は合併後存続する法人若

しくは合併により設立される法人若しくは分割により市場における仲卸しの業務を承継

する法人」と読み替えるものとする。

（仲卸しの業務の相続）

第２７条 仲卸業者が死亡した場合において，相続人（相続人が２人以上ある場合におい

て，その協議により当該仲卸業者の市場における仲卸しの業務を承継すべき相続人を定

めたときは，その者）が被相続人の行っていた市場における仲卸しの業務を引き続き営

もうとするときは，市長の認可を受けなければならない。

２ 前項の認可の申請は，被相続人の死亡の日から起算して６０日以内にしなければなら

ない。

３ 相続人が前項の認可の申請をした場合においては，被相続人の死亡の日からその認可

があった旨又はその認可をしない旨の通知を受ける日までの間は，被相続人に対してし

た第２５条第１項の許可は，その相続人に対してしたものとみなす。

４ 第１項の認可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，認可申請書を市長

に提出しなければならない。

５ 第２５条第４項の規定は，第１項の認可について準用する。

６ 第１項の認可を受けた者は，仲卸業者の地位を承継する。

（仲卸業者の名称変更等の届出）
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第２８条 仲卸業者は，その名称の変更その他の規則で定める事由が生じたときは，遅滞

なく，その旨を市長に届け出なければならない。

（仲卸業務の許可の取消し）

第２９条 市長は，仲卸業者が第２５条第４項第１号，第２号，第５号若しくは第６号の

いずれかに該当することとなったとき，又はその業務を適確に遂行するために必要な資

力信用を有しなくなったと認めるときは，その許可を取り消さなければならない。

２ 市長は，仲卸業者が正当な理由がなく，次の各号のいずれかに該当するときは，その

許可を取り消すことができる。

（１） 第２５条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内に，次条第１項

の保証金を預託しないとき。

（２） 第２５条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内にその業務を開

始しないとき。

（３） 引き続き１月以上その業務を休止したとき。

（４） その業務を遂行しないとき。

（仲卸業者の保証金の預託）

第３０条 仲卸業者は，第２５条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内に，

保証金を市長に預託しなければならない。

２ 仲卸業者は，保証金を預託した後でなければ，仲卸しの業務を開始してはならない。

（仲卸業者の保証金の額等）

第３１条 前条第１項の保証金の額は，取扱品目の部類ごとに，１５万円以上５０万円以

下の範囲内において規則で定める。

２ 第１２条第２項及び第３項並びに第１３条から第１５条までの規定は，前条第１項の

保証金について準用する。

（事業報告書の提出）

第３２条 仲卸業者は，規則で定めるところにより，事業報告書を作成し，市長に提出し
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なければならない。

第３節 売買参加者

（売買参加者の定義）

第３３条 この条例において「売買参加者」とは，次条第１項の規定により市長の承認を

受け，取扱品目の部類に属する物品について，卸売業者が行う卸売に参加する者をいう。

（売買参加者の承認）

第３４条 売買参加者として卸売業者からせり売又は入札の方法により卸売を受けようと

する者（仲卸業者を除く。）は，市長の承認を受けなければならない。

２ 前項の承認は，取扱品目の部類ごとに行う。

３ 第１項の承認を受けようとする者は，規則で定めるところにより，次に掲げる事項を

記載した承認申請書を市長に提出しなければならない。

（１） 氏名又は名称及び住所

（２） 商号

（３） 法人である場合にあっては，資本金又は出資の額及び役員の氏名

（４） 承認を受けて卸売業者から卸売を受けようとする取扱品目の部類

４ 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，第１項の承認をしてはならない。

（１） 申請者が破産手続開始の決定を受けて復権を得ないものであるとき。

（２） 申請者が卸売の相手方として必要な知識及び経験又は資力信用を有しない者で

あるとき。

（３） 申請者が第３６条又は第８６条第３項の規定による承認の取消しを受け，その

取消しの日から起算して１年を経過しない者であるとき。

（４） 申請者が暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有する者であるとき。

（５） 申請者が法人である場合において，その業務を執行する役員のうち，前各号（

第２号を除く。）に規定する者に該当するものがあるとき。
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（売買参加者の名称変更等の届出）

第３５条 売買参加者は，その名称の変更その他の規則で定める事由が生じたときは，遅

滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。

（売買参加者の承認の取消し）

第３６条 市長は，売買参加者が次の各号のいずれかに該当するときは，その承認を取り

消さなければならない。

 （１） 第３４条第４項第１号，第４号又は第５号に該当することとなったとき。

 （２） 卸売の相手方として必要な資力信用を有しなくなったと認めるとき。

（３） 死亡，解散その他規則で定める卸売に参加することができない事由が生じたと

き。

第４節 関連事業者

（関連事業者の定義）

第３７条 この条例において「関連事業者」とは，第３９条第１項の規定により市長の許

可を受け，出荷者，売買参加者，買出人（市場において仲卸業者から販売を受ける者を

いう。以下同じ。）その他の市場の利用者に便益を提供し，又は市場の機能の充実を図

るため，市場内で店舗その他の施設において営業する者をいう。

（関連事業者の種類及び数）

第３８条 関連事業者の種類及び数は，規則で定める。

（関連事業者の許可）

第３９条 関連事業者として営業しようとする者は，市長の許可を受けなければならない。

２ 前項の許可を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した許可申請書を市長に提

出しなければならない。

（１） 氏名又は名称及び住所

（２） 商号

（３） 法人である場合にあっては，資本金又は出資の額及び役員の氏名
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（４） 許可を受けて営もうとする営業の種類及び内容

３ 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，第１項の許可をしてはならない。

（１） 申請者が破産手続開始の決定を受けて復権を得ないものであるとき。

（２） 申請者が禁錮以上の刑に処せられた者で，その刑の執行を終わり，又はその刑

の執行を受けることがなくなった日から起算して３年を経過しないものであるとき。

（３） 申請者が第４１条又は第８６条第４項の規定による許可の取消しを受け，その

取消しの日から起算して２年を経過しない者であるとき。

（４） 申請者が業務を適確に遂行するために必要な知識及び経験又は資力信用を有し

ない者であるとき。

（５） 申請者が暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難される

べき関係を有する者であるとき。

（６） 申請者が法人である場合において，その業務を執行する役員のうちに，前各号

（第４号を除く。）に該当する者があるとき。

（関連事業者の名称変更等の届出）

第４０条 関連事業者は，その名称の変更その他の規則で定める事由が生じたときは，遅

滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。

（関連事業者の許可の取消し）

第４１条 市長は，関連事業者が第３９条第３項第１号，第２号，第５号若しくは第６号

に該当することとなったとき，又は業務を適確に遂行するために必要な資力信用を有し

なくなったと認めるときは，第３９条第１項の許可を取り消さなければならない。

２ 市長は，関連事業者が正当な理由がなく，次の各号のいずれかに該当するときは，第

３９条第１項の許可を取り消すことができる。

（１） 第３９条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内に次条第１項の

保証金を預託しないとき。

（２） 第３９条第１項の許可の効力が生じた日から起算して１月以内にその業務を開
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始しないとき。

（３） 引き続き１月以上その業務を休止したとき。

（４） その業務を遂行しないとき。

（関連事業者の保証金の預託）

第４２条 関連事業者のうち市の所有する建物で営業する者は，第３９条第１項の許可の

効力が生じた日から起算して１月以内に，保証金を市長に預託しなければならない。

２ 前項に規定する者は，保証金を預託した後でなければ，その業務を開始してはならな

い。

 （関連事業者の保証金の額等）

第４３条 前条第１項の保証金の額は，４万円以上１２０万円以下の範囲内において規則

で定める。

２ 第１２条第２項及び第３項並びに第１３条から第１５条までの規定は，前条第１項の

保証金について準用する。

 （売上高報告）

第４４条 関連事業者は，規則で定めるところにより，売上高報告書を作成し，市長に提

出しなければならない。

第３章 売買取引及び決済の方法

（売買取引の方法）

第４５条 卸売業者が行う卸売は，せり売若しくは入札又は相対による取引とする。

２ 卸売業者は，せり売及び入札の方法が市場の価格形成及び分配の機能の発揮に資する

取引であることに配慮して，卸売を行うものとする。

３ 卸売業者は，規則で定めるところにより，売買取引を行わなければならない。

４ 卸売業者は，取扱品目について，次の各号のいずれかに該当する場合であって市長が

指示したときは，指示した取引方法によらなければならない。

（１） 市場における物品の入荷量が一時的に著しく減少した場合
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（２） 市場における物品に対する需要が一時的に著しく増加した場合

（３） 災害が発生した場合

（４） 入荷が遅延した場合

（５） 前各号に掲げるもののほか，市長が指示することが適切と判断した場合

（売買取引の単位）

第４６条 売買取引の単位は，規則で定める。

（物品の引渡し等）

第４７条 卸売業者は，物品を買い受けた者が明らかになるように措置しなければならな

い。

２ 物品を買い受けた者は，その物品を速やかに引き取らなければならない。

３ 卸売業者は，物品を買い受けた者が引取りを怠ったと認められるときは，当該買い受

けた者の費用でその物品を保管し，又は催告をしないで他の者に卸売をすることができ

る。

４ 卸売業者は，前項の規定により他の者に卸売をした場合において，その卸売価格（せ

り売若しくは入札又は相対による取引に係る価格に当該価格の消費税等相当額（消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）第２９条に規定する消費税の税率及び地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第７２条の８３に規定する地方税消費税の税率に相当する額を

いう。以下同じ。）を加算して得た額をいう。以下同じ。）が前項に規定する当該買い

受けた者に対する卸売価格より低いときは，その差額を当該買い受けた者に請求するこ

とができる。

（販売原票，仕切り及び送金）

第４８条 卸売業者は，取扱物品を卸売したときは，規則で定めるところにより，速やか

に販売原票を作成しなければならない。

２ 卸売業者は，受託物品の卸売をしたときは，委託者に対して，次に掲げる事項を記載

した売買仕切書及び売買仕切金（第３号の加算して得た額から第４号の手数料の額及び
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第５号の金額を控除して得た額をいう。以下同じ。）をその卸売をした日の翌日（売買

仕切書又は売買仕切金の送付について委託者との特約がある場合には，その特約の期

日）までに，送付しなければならない。

 （１） 当該卸売をした物品の品目，等級，単価（せり売若しくは入札又は相対による

取引に係る価格をいう。以下この条において同じ。）及び数量（当該委託者の責めに

帰すべき理由により第６４条の規定による卸売代金の変更をした物品（以下この項に

おいて「変更物品」という。）にあっては，当該変更に係る品目，等級，単価及び数

量）

（２） 単価と数量の積の合計額（変更物品にあっては，当該変更に係る単価と数量の

積の合計額）

（３） 前号の合計額に当該合計額の消費税額等相当額を加算して得た額（変更物品に

あっては，変更物品に係る前号の合計額に当該合計額の消費税額等相当額を加算して

得た額）

（４） 控除すべき委託手数料

（５） 当該卸売に係る費用のうち委託者の負担となる費用の項目及び金額（当該金額

に当該金額の消費税等相当額を加算して得た額）

（６） 売買仕切金

３ 卸売業者は，前項の売買仕切書には，前項で定める事項を正確に記載しなければなら

ない。

（仕切り及び送金に関する特約）

第４９条 卸売業者は，売買仕切書又は売買仕切金の送付について委託者と特約を結んだ

ときは，次に掲げる事項を記載した書面を備え付けるものとし，市長の求めがあったと

きは，これを提出しなければならない。

（１） 卸売業者の名称

（２） 特約の相手方の氏名又は名称及び住所
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（３） 特約の内容

（４） 支払方法

（買受代金）

第５０条 物品を買い受けた者は，取引参加者（卸売業者，仲卸業者，売買参加者，買出

人，出荷者その他の市場において売買取引を行う者をいう。以下同じ。）から買い受け

た物品の引渡しを受けると同時に（取引参加者間であらかじめ支払猶予の特約（以下こ

の条において「特約」という。）をしたときは，その特約において定められた期日まで

に），買い受けた物品の代金（買い受けた額に当該額の消費税等相当額を加算して得た

額をいう。）を支払わなければならない。

２ 卸売業者は，特約をしたときは，次に掲げる事項を記載した書面を作成し，当該特約

が終了するまでの間，これを保存しておかなければならない。当該特約の内容を変更し

た場合も同様とする。

（１） 特約の相手方の氏名又は名称及び住所

（２） 特約の内容

（３） 支払方法

３ 市長は，第８４条第１項の規定により前項の書面の提出を求め，又は当該書面を検査

した場合において，当該書面の内容が次の各号のいずれかに該当するときは，特約の変

更その他必要な改善措置をとるべき旨を命ずることができる。

（１） 当該特約が，その他の取引参加者に対して不当に差別的な取扱いとなるもので

あるとき。

（２） 当該特約により卸売業者の財務の健全性を損ない，又は卸売の業務の適正かつ

健全な運営が阻害されるおそれがあるとき。

 （支払方法）

第５１条 市場における売買取引の支払方法は，送金又は現金によるものとする。

（売買取引の制限）
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第５２条 せり売又は入札の方法による卸売の場合において，次の各号のいずれかに該当

するときは，市長は，その売買を差し止め，及びせり直し又は再入札を命ずることがで

きる。

（１） 談合その他不正な行為があると認めるとき。

（２） 不当な値段が生じたとき，又は生ずるおそれがあると認めるとき。

２ 取引参加者が次の各号のいずれかに該当するときは，市長は，売買を差し止めること

ができる。

（１） 売買について不正又は不当な行為があると認めるとき。

（２） 買受代金の支払を怠ったとき。

第４章 取引参加者の遵守事項

（売買取引の原則）

第５３条 取引参加者は，公正かつ効率的に売買取引を行わなければならない。

（差別的取扱いの禁止）

第５４条 卸売業者は，出荷者又は仲卸業者その他の買受人に対して，不当に差別的な取

扱いをしてはならない。

（売買取引の条件の公表）

第５５条 卸売業者は，売買取引の条件について，規則で定めるところにより公表しなけ

ればならない。

（受託拒否の禁止）

第５６条 卸売業者は，取扱品目に属する物品について卸売のための販売の委託の申込み

があった場合には，規則で定める正当な理由がある場合を除き，その引受けを拒んでは

ならない。

（決済の確保）

第５７条 取引参加者は，第４７条から第５１条までの規定において定めた方法により決

済を行わなければならない。
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（帳簿の区分経理）

第５８条 卸売業者は，規則で定めるところにより，自己の計算による取引と委託者の計

算による取引とを区分して経理しなければならない。

（売買取引の結果等の公表）

第５９条 卸売業者は，規則で定めるところにより，卸売の数量及び価格その他の売買取

引の結果（売買取引に係る収受の状況を含む。）その他の公正な物品の取引の指標とな

るべき規則で定めるものを定期的に公表しなければならない。

（仲卸業者及び売買参加者以外の者への卸売）

第６０条 卸売業者は，仲卸業者及び売買参加者以外の者（以下「第三者」という。）へ

の卸売について，規則で定めるところにより，その取引の有無を市長に報告しなければ

ならない。

２ 卸売業者は，第三者への卸売については，市場における取引の秩序を乱すことのない

ように配慮するものとする。

（市場外にある取扱物品の卸売）

第６１条 卸売業者は，市場における卸売の業務について，市場外にある取扱物品を卸売

したときは，規則で定めるところにより，市長に報告しなければならない。

２ 卸売業者は，市場の周辺の地域における一定の場所において，市場に出荷された物品

を搬入して卸売をするときは，規則で定めるところにより，当該物品の保管場所につい

て市長の指定を受けなければならない。

３ 前項の指定を受けた卸売業者は，その指定を必要としなくなったときは，規則で定め

るところにより，遅滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。

（卸売業者の買受物品等の制限）

第６２条 卸売業者は，市場において取扱品目に属する物品の卸売を行ったときは，仲卸

業者又は売買参加者から当該卸売に係る物品の販売の委託を引き受け，又は買い受けて

はならない。ただし，市長が卸売の適正かつ健全な運営を阻害するおそれがないと認め
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る場合として規則で定めるものは，この限りでない。

（衛生上有害な物品等の売買禁止等）

第６３条 市長は，衛生上有害な物品又は客観的事情に照らして食品としての安全性が十

分に確保されておらず，人の健康に危害を及ぼす可能性がある物品（以下この条におい

て「衛生上有害な物品等」という。）が市場に搬入されることがないよう努めるものと

する。

２ 取引参加者及び関連事業者は，衛生上有害な物品等を売買し，又は売買の目的をもっ

て所持してはならない。

３ 市長は，衛生上有害な物品等の売買を差し止め，又は撤去を命ずることができる。

（卸売代金の変更の禁止）

第６４条 卸売業者は，卸売をした物品の卸売代金の変更をしてはならない。ただし，規

則で定めるところにより，市長の指定する検査員が正当な理由があると確認したとき，

又は取引参加者間の契約において代金変更に関する事項を規定しているときは，この限

りでない。

（販売前における受託物品の検収）

第６５条 卸売業者が受託物品を受領するにあたり行う検収は，規則で定めるところによ

る。

２ 卸売業者は，受託物品の異状については，規則で定める証明を得なければ，委託者に

対抗することができない。

（仲卸業者の業務の規制）

第６６条 仲卸業者は，市場内においては，取扱品目の部類に属する物品について販売の

委託を引き受けてはならない。

２ 仲卸業者は，市場の卸売業者以外からの買入れ（以下「直荷引き」という。）につい

て，規則で定めるところにより，その取引の有無を市長に報告しなければならない。

３ 仲卸業者は，直荷引きについて，市場における取引の秩序を乱すことのないよう配慮
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するものとする。

（卸売予定数量等の報告）

第６７条 卸売業者は，規則で定めるところにより，その日の主要な品目の卸売予定数量

及び産地その他の規則で定める事項について，市長に報告しなければならない。

（委託手数料率）

第６８条 卸売業者は，卸売のための販売の委託の引受けについて，その委託者から収受

する委託手数料の算定に係る率（以下「委託手数料率」という。）を定めようとする場

合は，規則で定めるところにより，委託手数料率を市長に届け出なければならない。委

託手数料率を変更しようとする場合も，同様とする。

２ 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，卸売業者に委託手数料率の変更を命

ずることができる。

（１） 委託手数料率が委託者に対して不当に差別的な取扱いをするものであるとき。

（２） 委託手数料率が公正かつ適正な取引又は卸売業者の財務の健全性を損なうこと

により物品の円滑な供給に支障を及ぼすものと認めるとき。

（３） 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認めるとき。

（奨励金の届出等）

第６９条 卸売代金の期限内の完納を奨励するために交付する奨励金その他規則で定め

るもの（以下この条において「奨励金」という。）を扱う卸売業者は，規則で定めると

ころにより，市長に届け出なければならない。

２ 卸売業者は，前項に規定する届出の内容に変更があるときは，規則で定めるところに

より，市長に届け出なければならない。

３ 卸売業者は，奨励金を廃止したときは，直ちに市長に届け出なければならない。 

４ 市長は，第１項に規定する届出の内容が，卸売業者の財務の健全性を損ない，又は卸

売業務の適正かつ健全な運営を阻害するおそれがある場合は，奨励金の交付を差し止め，

又はその内容の変更を命ずることができる。
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第５章 物品の品質管理

第７０条 卸売業者，仲卸業者及び関連事業者は，物品の適正な流通を確保するため，食

品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）その他の関係法令に即して市場の業務に係る物

品の品質管理を行わなければならない。

２ 市長は，卸売業者，仲卸業者その他の市場関係者と連携し，物品の安全を確保し，衛

生管理の向上を図るための体制の整備に努めるものとする。

第６章 市場施設の使用

（施設の使用指定）

第７１条 卸売業者，仲卸業者及び関連事業者が使用する市場施設（市場内の土地及び建

物その他の施設で，市長と別に土地の貸借契約を結んだ土地を除くものをいう。以下同

じ。）の位置，面積，使用期間その他の使用条件は，市長が指定する。

２ 市長は，市場の業務の適正かつ健全な運営を確保するため特に必要があると認めると

きは，前項に規定する者以外の者に対して，市場施設の使用を許可することができる。

３ 第１項の規定による指定又は前項の規定による許可を受けようとする者は，規則で定

めるところにより，市長に申請書を提出しなければならない。

４ 市長は，第１項の規定による指定又は第２項の規定による許可を受けようとする者（

当該者が法人である場合においては，その業務を執行する役員を含む。）が暴力団，暴

力団員又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者であると

きは，当該指定又は当該許可をしないものとする。

５ 市長は，第１項の規定による指定又は第２項の規定による許可を行った後，使用者が

前項に規定する場合に該当することとなったときは，第１項の規定による指定又は第２

項の規定による許可を取り消さなければならない。

６ 第２項の規定による許可を受けた者は，当該許可を受けた日から起算して１月以内に

保証金を市長に預託しなければならない。ただし，市長の承認を受け，公共的な目的の

ために使用する者並びに市場施設のうち駐車場及び構築物を設置しない土地を使用する
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者については，この限りでない。

７ 前項の保証金の額は，第８１条第１項に規定する使用料の月額の３倍に相当する額と

する。

（用途変更，転貸等の禁止）

第７２条 前条第１項の規定による指定又は同条第２項の規定による許可を受けた者（以

下「使用者」という。）は，市場施設の用途を変更し，又は全部若しくは一部を転貸し，

若しくは市場施設を他人に使用させてはならない。ただし，市長の承認を受けたときは，

この限りでない。

（現状変更の禁止）

第７３条 使用者は，市場施設に建築，造作，模様替その他市場施設の現状に変更を加え

てはならない。ただし，市長の承認を受けたときは，この限りでない。

２ 使用者が前項ただし書の市長の承認を受けて変更を加えた場合において，市長は，使

用者に対し必要があると認めるときは，施設の撤去若しくは変更を命じ，又は相当の措

置を命ずることができる。

３ 市長は，使用者が前項の規定による命令に従わないときは，自らこれを執行し，その

執行に係る費用を使用者から徴収することができる。

（施設の返還）

第７４条 使用者の死亡，解散若しくは廃業又は業務許可の取消しその他の理由により市

場施設の使用の資格が消滅したときは，相続人，清算人，代理人又は本人（以下この条

において「相続人等」という。）は，市長の指定する期間内に自己の費用で当該施設を

原状回復して返還しなければならない。ただし，市長の承認を受けたときは，この限り

でない。

２ 市長は，相続人等が原状回復しないときは，相続人等に原状回復を命ずることができ

る。

３ 市長は，前項の規定により原状回復を命じたにもかかわらず，なお相続人等が原状回
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復しないときは，自ら原状回復し，その原状回復に係る費用を相続人等から徴収するこ

とができる。

（指定又は許可の取消しその他の規制）

第７５条 市長は，市場施設について業務の監督，災害の予防その他市場の管理上必要が

あると認めるときは，使用者に対し，使用の指定若しくは許可の全部若しくは一部を取

り消し，又は使用の制限若しくは停止その他の必要な措置を命ずることができる。

（補修命令）

第７６条 市長は，故意又は過失により市場施設を滅失し，又は損傷した者に対し，その

補修を命じ，又はこれに代わる費用の弁償を命ずることができる。

（使用者の市場施設の清潔保持）

第７７条 使用者は，常に物件を整頓して，市場施設の清潔保持に努めるとともに，荷卸

場，卸売場又は仲卸売場を毎日取引終了後直ちにその場所を清潔にしなければならない。

２ 使用者は，物件を通路その他自己の使用場所以外の場所に放置し，又は廃棄物を定め

られた場所以外の場所に投棄してはならない。

（使用者の保健衛生の措置）

第７８条 使用者は，常に清掃，消毒等予防措置を講ずるとともに，不用な物件を廃棄し，

保健衛生の保持に努めなければならない。

（火災の予防）

第７９条 使用者は，火気の使用についてその使用及び取扱いに十分注意するほか，火災

の予防について常時必要な措置を講じなければならない。

（市長の代行）

第８０条 市長は，使用者が前３条の規定による措置を怠ったときは，自らこれを執行し，

その執行に係る費用を使用者から徴収することができる。

（使用料等）

第８１条 市場施設の使用料（消費税額及び地方消費税額を含む。以下同じ。）は，月単
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位で徴収するものとし，その額は，別表のとおりとする。

２ 市場において使用する電力，電話，ガス，水道，下水道等の費用で市長の指定するも

のは，使用者の負担とする。

３ 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，使用料を減免することができる。

（１） 使用者の責めに帰すことができない理由によって市場の施設を使用できないこ

とが引き続き３日以上に渡ったとき。

（２） 第７５条の規定による使用の停止が３日以上に渡ったとき。

（３） 使用者が国又は他の地方公共団体その他公共団体であるとき。

（４） 前各号に掲げるもののほか，市長が特別の理由があると認めるとき。

４ 既納の使用料は，還付しない。ただし，過納，誤納その他市長が相当の理由があると

認めるときは，この限りでない。

５ 前各項に定めるもののほか，使用料に関し必要な事項は，規則で定める。

第７章 開設者の遵守事項等

第１節 開設者の遵守事項

（差別的取扱いの禁止）

第８２条 開設者は，市場の業務の運営に関し，取引参加者に対して，不当に差別的な取

扱いをしてはならない。

（卸売予定数量等の公表）

第８３条 市長は，卸売業者から第６７条の規定による報告を受けたときは，速やかに，

規則で定めるところにより，その日の主要な品目の卸売予定数量及び産地その他の規則

で定める事項を公表するものとする。

第２節 検査及び監督

（報告及び検査）

第８４条 市長は，この条例に定められている遵守事項その他の市場関係事業者の業務の

制限に関する事項を取引参加者及び関連事業者に遵守させるために必要な限度において，
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取引参加者又は関連事業者に対し，その業務若しくは財産に関し報告若しくは資料の提

出を求め，又はその職員に取引参加者若しくは関連事業者の事務所その他の業務を行う

場所に立ち入り，その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿，書類その他の物件を検査

させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係人に

提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。

（改善措置命令）

第８５条 市長は，この条例に定められている遵守事項その他の市場関係事業者の業務の

制限に関する事項を取引参加者及び関連事業者に遵守させるために必要があると認める

ときは，その業務又は会計に関し必要な改善措置をとるべき旨を命ずることができる。

（監督処分）

第８６条 市長は，卸売業者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づ

く処分に違反したときは，当該卸売業者に対し，次に掲げる処分をすることができる。

（１） 当該違反行為の中止，変更その他違反を是正するため必要な措置を命ずること。

（２） ５万円以下の過料を科すこと。

（３） 第７条第１項の許可を取り消すこと。

（４） ６月以内の期間を定めてその許可に係る卸売の業務の全部又は一部の停止を命

ずること。

２ 市長は，仲卸業者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく処分

に違反したときは，当該仲卸業者に対し，次に掲げる処分をすることができる。

（１） 当該違反行為の中止，変更その他違反を是正するため必要な措置を命ずること。

（２） ５万円以下の過料を科すこと。

（３） 第２５条第１項の許可を取り消すこと。
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（４） ６月以内の期間を定めてその許可に係る仲卸しの業務の全部又は一部の停止を

命ずること。

３ 市長は，売買参加者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく処

分に違反したときは，当該売買参加者に対し，次に掲げる処分をすることができる。

（１） 当該違反行為の中止，変更その他違反を是正するため必要な措置を命ずること。

（２） ５万円以下の過料を科すこと。

（３） 第３４条第１項の承認を取り消すこと。

（４） ６月以内の期間を定めて市場への入場の停止を命ずること。

４ 市長は，関連事業者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく処

分に違反したときは，当該関連事業者に対し，次に掲げる処分をすることができる。

（１） 当該違反行為の中止，変更その他違反を是正するため必要な措置を命ずること。

（２） １万円以下の過料を科すこと。

（３） 第３９条第１項の許可を取り消すこと。

（４） ６月以内の期間を定めてその許可に係る業務の全部又は一部の停止を命ずるこ

と。

５ 市長は，せり人が次の各号のいずれかに該当するときは，その登録を取り消し，又は

６月以内の期間を定めてその業務の停止を命ずることができる。

（１） この条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく処分に違反したと

き。

（２） せり人がせり売に関し委託者又は仲卸業者若しくは売買参加者と通じて不当な

処置をなし，又はこれらの者をして談合その他の不正行為をさせたとき。

（３） せり人がその職務に関して委託者又は仲卸業者若しくは売買参加者から金品そ

の他の利益を収受したとき。

（４） 前３号に掲げるものほか，市場においてせり人として職務に公正を欠く行為が

あったと認めるとき。
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６ 卸売業者，仲卸業者，売買参加者又は関連事業者について，法人の代表者又は法人若

しくは人の代理人，使用人，その他の従業者が，その法人又は人の業務に関し，この条

例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく処分に違反する行為をしたときは，

その行為者に対して６月以内の期間を定めて入場を停止するほか，その卸売業者，仲卸

業者，売買参加者又は関連事業者に対しても第１項から第４項までの規定を適用する。

第８章 雑則

（卸売業務の代行）

第８７条 市長は，卸売業者が許可の取消しその他の処分を受け，又はその他の理由で卸

売の業務の全部又は一部を行うことができなくなったときは，当該卸売業者に対し販売

の委託があり，又は販売の委託の申込みのあった物品について他の卸売業者にその卸売

の業務を行わせるものとする。

２ 市長は，前項の卸売の業務を行わせる卸売業者がいない場合又は他の卸売業者に行わ

せることが不適当と認める場合は，自らその卸売の業務を行うものとする。

３ 前２項の規定は，市場に出荷された物品について委託の引受けをする卸売業者がいな

い場合又は不明な場合について準用する。

（無許可営業の禁止）

第８８条 卸売業者，仲卸業者及び関連事業者がそれぞれの許可を受けた業務を行う場合

並びに市長が必要と認める者が営業行為を行う場合を除くほか，市場内においては，物

品の販売その他の営業行為をしてはならない。

２ 市長は，前項の規定に違反した者に，市場外に退去を命ずることができる。

（市場への出入等に対する指示）

第８９条 市場への出入，市場施設の使用又は物品の搬入，搬出及び市場内の運搬につい

ては，市長の指示に従わなければならない。

２ 市長は，前項の指示に従わない者に対しては，市場への出入，市場施設の使用又は物

品の搬入，搬出及び市場内の運搬を禁止することができる。
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（市場の秩序の保持等）

第９０条 市場に入場する者は，市場の秩序を乱し，又は公共の利益を害する行為を行っ

てはならない。

２ 市長は，市場における秩序の保持又は公共の利益を図るため必要があると認めるとき

は，市場に入場する者に対し，入場の制限その他必要な措置を講じることができる。

（許可等の制限又は条件）

第９１条 市長は，この条例の規定による許可，認可，承認又は指定に，制限又は条件を

付けることができる。

２ 前項の制限又は条件は，許可，認可，承認又は指定に係る事項の確実な実施を図るた

め必要な最小限度のものに限り，かつ，許可，認可，承認又は指定を受けた者に不当な

義務を課することとならないものでなければならない。

（委任）

第９２条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定

める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律（平成３

０年法律第６２号）第１条の規定による改正後の卸売市場法第４条第１項の認定を受け

た日後において規則で定める日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例の施行前に卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律第

１条の規定による改正前の卸売市場法（以下「旧卸売市場法」という。）又はこの条例

による改正前の新潟市中央卸売市場業務条例（以下「改正前の条例」という。）の規定

によってした処分，手続その他の行為であって，改正後の新潟市中央卸売市場業務条例

（以下「改正後の条例」という。）の規定に相当の規定があるものは，この附則に別に
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定めるものを除き，改正後の条例の相当の規定によってした処分，手続その他の行為と

みなす。

３ この条例の施行の際現に旧卸売市場法の規定により罰金の刑に処せられた者（第７条

第１項の許可を申請する者の業務を執行する役員を含む。）について，その刑の執行を

終わり，又はその刑の執行を受けることがなくなった日から起算して３年を経過するま

での間，市長は，第７条第１項の許可，第１７条第１項の登録，第２５条第１項の登録

又は第３９条第１項の許可をしてはならない。

４ 卸売業者が改正後の条例第６８条第１項の規定による委託手数料率を改正前の条例第

６６条第１項の規定により届け出た委託手数料率と同じ率にするときは，改正後の条例

第６８条第１項の規定による届出を要しないものとする。

別表（第８１条関係）

種別 額

卸売業者市場

使用料

取扱品目 市場内外において取引した卸売金額（せり売若しくは

入札又は相対による取引に係る金額に当該金額の消費

税等相当額を加算して得た額をいう。）から当該卸売

金額の消費税等相当額を減じて得た額に１００分の１

１０を乗じて得た額の１，０００分の１．５に相当す

る額

取扱品目以

外の物品

市場内に保管した物品の取引に係る売上金額から当該

売上金額の消費税等相当額を減じて得た額に１００分

の１１０を乗じて得た額の１，０００分の１．５に相

当する額

仲卸業者市場 直荷引きに 卸売業者以外の者から仕入れた取扱品目（本市の区域

使用料 よる取引 内にある法第４条第１項に基づく中央卸売市場及び法
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第１３条第１項に基づく地方卸売市場からの転送によ

り仕入れた物品を除く。）及び取扱品目以外の物品の

仕入金額から，当該仕入金額の消費税等相当額を減じ

て得た額に１００分の１１０を乗じて得た額の１，０

００分の１．５に相当する額

取扱品目以

外の物品の

取引

市場内に保管した物品の取引に係る仕入金額から当該

仕入金額の消費税相当額を減じて得た額に１００分の

１１０を乗じて得た額の１，０００分の１．５に相当

する額

卸売業者売場使用料 １平方メートルにつき月額４６８円

仲卸業者売場使用料 １平方メートルにつき月額１，０５０円

業者事務所使

用料

中央棟部分 １平方メートルにつき月額９８７円

中央棟部分

以外の部分

１平方メートルにつき月額７９７円

関連事業所使用料 １平方メートルにつき月額１，０５０円

保管所使用料 １平方メートルにつき月額１，０５０円

用地使用料 １平方メートルにつき月額２００円

駐車場使用料 １区画につき月額３，１４３円
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議案第１３号

新潟市中央卸売市場設置条例の一部改正について 

 新潟市中央卸売市場設置条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一  

新潟市中央卸売市場設置条例の一部を改正する条例 

 新潟市中央卸売市場設置条例（昭和３９年新潟市条例第５６号）の一部を次のように改

正する。

 第１条中「第８条」を「第４条第１項」に改める。

附 則

 この条例は，卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律（平成３０

年法律第６２号）第１条の規定による改正後の卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第

４条第１項の認定を受けた日後において規則で定める日から施行する。
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議案第１４号

新潟市保健所条例の一部改正について 

 新潟市保健所条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市保健所条例の一部を改正する条例 

 新潟市保健所条例（昭和３９年新潟市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

 第１条第２項の表新潟市保健所南食品環境センターの項を削る。

   附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第１５号

新潟市市税事務所設置条例の一部改正について 

 新潟市市税事務所設置条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市市税事務所設置条例の一部を改正する条例 

 新潟市市税事務所設置条例（平成２３年新潟市条例第５７号）の一部を次のように改正

する。

 第２条の表新潟市市税事務所の項中「新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１」を「

新潟市中央区古町通７番町１０１０番地」に改める。

   附 則

 この条例は，令和２年５月７日から施行する。
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議案第１６号

新潟市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正

について 

新潟市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。

令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改

正する条例 

新潟市の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年新

潟市条例第３３号）の一部を次のように改正する。

第５条に次の１号を加える。

（５） 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給与額の例により実施

機関が市長と協議して定める額

附 則 

（施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第５条の規定は，この条例の施行の日以後に発生した事故に起因する公務上

の災害又は通勤による災害に係る補償について適用する。
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議案第１７号

新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部改正について 

 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟市教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例（平成２８年新潟市条例第５８号）の

一部を次のように改正する。

 第１１条を第１２条とし，第１０条の次に次の１条を加える。

（業務量の適切な管理等を図るための措置）

第１１条 教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に

資するため，教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間において行う業務の量の適

切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置については，公立の義

務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号）第

７条に規定する指針に基づき，教育委員会規則の定めるところにより行うものとする。

   附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第１８号

新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部改正について 

 新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例の一部を改正する条例 

 新潟市コミュニティセンター及びコミュニティハウス条例（平成１６年新潟市条例第９

５号）の一部を次のように改正する。

 別表第２新潟市二葉コミュニティハウスの項を次のように改める。 

新潟市二葉コミュニティ

ハウス

新潟市中央区古町通

１３番町５１４８番

地２

多目的ホール，会議室，和室，

調理室

新潟市中央区古町通

１３番町２９００番

地３

多目的ホール

 別表第４のうち４７の表多目的ホール２の項の次に次のように加える。

多目的ホール３ １時間につき ４００

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和２年５月９日から施行する。ただし，次項の規定は，公布の日から

施行する。

 （準備行為）

２ 新潟市二葉コミュニティハウスの多目的ホール３にかかる行為のうち，次に掲げる行

為については，この条例の施行前においても，改正後の新潟市コミュニティセンター及
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びコミュニティハウス条例の規定の例により行うことができる。

 （１） 指定管理者が行う利用の許可及び許可の取消し

 （２） 指定管理者が行う利用料金の額並びに免除及び還付の基準を定める行為

 （３） 利用者が行う利用の取止めの申出

 （４） 前３号に関し必要な手続

 （５） 前各号に定めるもののほか，利用に関し必要な行為
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議案第１９号

新潟市国民健康保険条例の一部改正について 

 新潟市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 新潟市国民健康保険条例（昭和３４年新潟市条例第５号）の一部を次のように改正する。

第１２条の５中「６１０，０００円」を「６３０，０００円」に改める。

第１２条の９中「１６０，０００円」を「１７０，０００円」に改める。

第１７条第１項各号列記以外の部分中「６１０，０００円」を「６３０，０００円」に

改め，同項第２号中「２８０，０００円」を「２８５，０００円」に改め，同項第３号中

「５１０，０００円」を「５２０，０００円」に改め，同条第４項中「６１０，０００円」

を「６３０，０００円」に改め，同条第５項中「６１０，０００円」を「６３０，０００

円」に，「１６０，０００円」を「１７０，０００円」に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の新潟市国民健康保険条例の規定は，令和２年度以後の年度分の保険料につい

て適用し，令和元年度分までの保険料については，なお従前の例による。
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議案第２０号

新潟市ひまわりクラブ条例の一部改正について 

 新潟市ひまわりクラブ条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市ひまわりクラブ条例の一部を改正する条例 

 新潟市ひまわりクラブ条例（平成５年新潟市条例第２３号）の一部を次のように改正す

る。

 別表秋葉区の項中「新潟市秋葉区新保２３番地２」を「新潟市秋葉区横川浜５４１番地

１」に改め，同表西蒲区の項中「新潟市西蒲区槇島６１１番地」を「新潟市西蒲区天竺堂

４１２番地４」に改める。

   附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第２１号

新潟市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する 

条例の一部改正について

新潟市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例 

新潟市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基準に関する条例

（平成２６年新潟市条例第５８号）の一部を次のように改正する。

 附則第３条中「５年間」を「１０年間」に改め，「児童福祉法」を削る。

附 則 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第２２号

新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正につ

いて 

 新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

 新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年新潟市

条例第６３号）の一部を次のように改正する。

 第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。

附則第４項中「平成３２年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。

附則に次の１項を加える。

５ 令和２年４月１日以降に新たに放課後児童健全育成事業者に採用された放課後児童支

援員については，当分の間，第１０条第３項中「修了したもの」とあるのは「修了した

もの（新たに放課後児童健全育成事業者に採用された日から起算して２年を経過した日

の属する年度の末日までに修了することを予定している者を含む。）」とする。

   附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第２３号

新潟市食品衛生法施行条例の一部改正について 

 新潟市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市食品衛生法施行条例の一部を改正する条例 

 新潟市食品衛生法施行条例（平成１２年新潟市条例第９号）の一部を次のように改正す

る。

 第３条を削り，第４条を第３条とする。

第５条第１項中「別表第４」を「別表第２」に改め，同条第２項中「別表第５」を「別

表第３」に改め，同条第３項中「別表第４」を「別表第２」に，「別表第５」を「別表第

３」に改め，同条を第４条とする。

第６条を第５条とする。

別表第２及び別表第３を削る。

別表第４中「第５条」を「第４条」に改め，同表第１５項中「魚介類せり売営業」を「

魚介類競り売り営業」に改め，同表第１６項中「魚肉ねり製品製造業」を「魚肉練り製品

製造業」に改め，同表第２６項中「醤
しょう

油製造業」を「しょうゆ製造業」に改め，同表第

３１項中「めん類製造業」を「麺類製造業」に改め，同表を別表第２とする。

別表第５中「第５条」を「第４条」に改め，同表を別表第３とする。

附 則

 （施行期日）

１ この条例は，令和２年６月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 営業者の遵守すべき管理運営基準については，この条例の施行の日から令和３年５月

３１日までの間は，改正前の第３条に規定する基準によるものとする。
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議案第２４号

新潟市動物の愛護及び管理に関する条例の一部改正について

新潟市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するも

のとする。

令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

新潟市動物の愛護及び管理に関する条例（平成２５年新潟市条例第６号）の一部を次の

ように改正する。

第２条第４号中「第１２条第１項第３号」を「第１２条第１項第４号」に改める。

第１１条第１項及び第２項中「人に害を加えた」を「人をかんだ」に改め，同条第３項

中「犬により害を加えられた」を「犬にかまれた」に改める。

第１５条中「第２６条第１項」を「第２５条の２」に改める。

第１７条第１項及び第３項中「人に害を」を「人の生命又は身体に危害を」に改め，同

条第４項中「害を」を「生命又は身体に危害を」に改める。

第２４条中「第３４条第１項」を「第３７条の３第１項」に改める。

第２５条第１項中「（人の住居を除く。）」を削る。

第２６条の見出しを「（措置命令等）」に改め，同条に次の２項を加える。

２ 市長は，動物の取扱いに起因して周辺の生活環境が損なわれている事態として規則で

定める事態が生じていると認めるときは，当該事態を生じさせている者に対し，期限を

定めて，その事態を除去するために必要な措置をとるべきことを勧告することができる。

ただし，法第２５条の規定に基づく措置ができる場合は，この限りでない。

３ 市長は，前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかったときは，その者に対し，期限を定めてその勧告に係る措置をとるべきこ

とを命ずることができる。
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 第２９条中「第２６条」を「第２６条第１項又は第３項」に改める。

附 則 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，第１５条及び第２４条の改正規

定は，令和２年６月１日から施行する。
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議案第２５号

新潟市公衆浴場法施行条例の一部改正について 

 新潟市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 

 新潟市公衆浴場法施行条例（平成２４年新潟市条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

 第４条第２項第１号ウ，オ，カ及びキ中「おおむね」を削り，同項第３号ウ中「水素イ

オン濃度指数」を「ｐＨ値」に改め，同号エを次のように改める。 

エ 有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量をいう。以下この項において同じ。）は，１

リットルにつき３ミリグラム以下であり，又は過マンガン酸カリウム消費量は，１

リットルにつき１０ミリグラム以下であること。ただし，塩素化イソシアヌル酸又

はその塩を用いて消毒している等の理由により有機物の測定結果を適用することが

不適切と考えられる場合は，過マンガン酸カリウム消費量は，１リットルにつき１

０ミリグラム以下であること。 

 第４条第２項第３号オ中「大腸菌群」を「大腸菌」に改め，同項第４号イ（イ）に次の

ただし書を加える。 

     ただし，次に掲げるものは，２か月に１回以上行うこと。

ａ ７日を超えて使用しているもの

ｂ 気泡発生装置，ジェット噴射装置その他の水中に気泡を発生させることによ

り空気中に微小な水粒を発生させる設備を使用しているもの

第４条第２項第４号イ（ウ）を削り，同号ウただし書中「使用する」を「使用し，又は

浴用剤その他これに類するものを使用する」に改め，同号ウ（イ）を次のように改める。

（イ） 有機物は，１リットルにつき８ミリグラム以下であり，又は過マンガン酸
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カリウム消費量は，１リットルにつき２５ミリグラム以下であること。ただし，

塩素化イソシアヌル酸又はその塩を用いて消毒している等の理由により有機物の

測定結果を適用することが不適切と考えられる場合は，過マンガン酸カリウム消

費量は，１リットルにつき２５ミリグラム以下であること。 

附 則 

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。 
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議案第２６号

新潟市旅館業法施行条例の一部改正について 

 新潟市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

 新潟市旅館業法施行条例（平成２４年新潟市条例第８号）の一部を次のように改正する。

 第４条第１項第３号エ（イ）ａ（ｃ）中「水素イオン濃度指数」を「ｐＨ値」に改め，

同号エ（イ）ａ（ｄ）を次のように改める。

（ｄ） 有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量をいう。以下この項において同

じ。）は，１リットルにつき３ミリグラム以下であり，又は過マンガン酸カ

リウム消費量は，１リットルにつき１０ミリグラム以下であること。ただし，

塩素化イソシアヌル酸又はその塩を用いて消毒している等の理由により有機

物の測定結果を適用することが不適切と考えられる場合は，過マンガン酸カ

リウム消費量は，１リットルにつき１０ミリグラム以下であること。

第４条第１項第３号エ（イ）ａ（ｅ）中「大腸菌群」を「大腸菌」に改め，同号エ（エ）

ａ（ｂ）を次のように改める。

（ｂ） 有機物は，１リットルにつき８ミリグラム以下であり，又は過マンガ

ン酸カリウム消費量は，１リットルにつき２５ミリグラム以下であること。

ただし，塩素化イソシアヌル酸又はその塩を用いて消毒している等の理由に

より有機物の測定結果を適用することが不適切と考えられる場合は，過マン

ガン酸カリウム消費量は，１リットルにつき２５ミリグラム以下であること。

第４条第１項第３号エ（キ），（ケ），（コ）及び（サ）中「おおむね」を削る。

 第９条第１号中「第６条第２号から第４号まで」の次に「（簡易宿所営業の施設にあっ

ては，第６条第２号ウを除く。）」を加える。
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   附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第２７号

新潟市ラブホテル建築等規制条例の一部改正について 

 新潟市ラブホテル建築等規制条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市ラブホテル建築等規制条例の一部を改正する条例 

 新潟市ラブホテル建築等規制条例（昭和５９年新潟市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条第２号中「を有しない」を「に該当する」に改める。 

 第３条の見出し中「事前届出」を「事前申出」に改め，同条第１項中「という。）は」

の次に「，当該建築物がラブホテルに該当するか否かの判定を受けるまでは」を加え，「

の前に，市長に届け出なければならない」を「をすることができない」に改め，同条中第

３項を第５項とし，第２項を第４項とし，第１項の次に次の２項を加える。 

２ 建築主は，前項の判定を受けるため，規則で定めるところにより，市長に申し出なけ

ればならない。 

３ 市長は，前項の規定による申出がされた場合において，規則で定めるところにより，

申出に係る建築物がラブホテルに該当するか否かを，建築主に対し通知するものとする。 

第３条に次の２項を加える。 

６ 建築主は，第３項の通知を受けた後，第９条の規定による検査の終了後６月後までの

間において建築計画の変更をしようとするときは，再度市長に申し出なければならない。 

７ 第３項の規定は，前項の規定による申出がされた場合について準用する。 

 第４条第１項中「前条第２項」を「前条第４項」に，「次の各号に」を「次に」に改め，

同条第２項中「前条第２項」を「前条第４項」に，「同条第２項」を「同条第４項」に改

める。 
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 第５条中「第３条第２項」を「第３条第４項」に改める。 

 第６条中「第３条第２項」を「第３条第４項」に改め，「を得た建築主が」の次に「第

３条第６項の規定による建築計画変更の申出なく」を，「現場管理者」の次に「（以下「

建築主等」という。）」を加える。 

 第７条第２項中「第３条第２項」を「第３条第４項」に改める。 

 第８条及び第９条第２項中「第３条第１項」の次に「又は第６項」を加え，「届出」を

「申出」に改める。 

 第１０条中「第１項」の次に「から第３項までの規定」を加え，「第３条第２項」を「

第３条第４項」に改める。 

第１２条各号列記以外の部分中「次の各号に」を「次に」に改め，同条第１号中「第３

条第１項」の次に「又は第６項」を加え，「届出」を「申出」に改め，同条第２号中「第

３条第２項」を「第３条第４項」に改め，同条第５号中「別表第１第７号」を「別表第１

第５号」に改める。 

 別表第１第１号及び第２号を次のように改める。 

 （１） 駐車場及び屋外から，玄関，フロントその他の共用部分を利用せずに，客同士

が対面することなく客室を出入りできる構造 

 （２） ロビー，応接室等の施設が，自由に利用できず，かつ，客室数に応じた広さを

有しない構造 

 別表第１第３号を削り，同表第４号中「の施設」を「を有しない構造」に改め，同号を

同表第３号とし，同表第５号中「損なわない素朴な」を「損なう」に改め，同号を同表第

４号とし，同表第６号を削り，同表第７号を同表第５号とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 改正後の新潟市ラブホテル建築等規制条例の規定は，この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）以降に第３条第２項及び第６項の規定（第１０条で準用する場合を含

む。）による申出について適用し，施行日前にされた改正前の新潟市ラブホテル建築等

規制条例第３条第１項の規定による届出については，なお従前の例による。
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議案第２８号

新潟市毒物及び劇物取締法施行条例の一部改正について 

 新潟市毒物及び劇物取締法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市毒物及び劇物取締法施行条例の一部を改正する条例 

 新潟市毒物及び劇物取締法施行条例（平成１２年新潟市条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。

 第２条第１項中「第１６条の２」を「第１７条」に改める。

 第６条第１項第１号中「第４条第３項」を「第４条第２項」に改め，同項第２号中「第

４条第４項」を「第４条第３項」に改める。

   附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第２９号

新潟市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例の一部改正について 

 新潟市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟市浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例（昭和６０年新潟市条例第３４号）の

一部を次のように改正する。

 第９条に次の１項を加える。

４ 浄化槽保守点検業者は，営業所に置いた全ての浄化槽管理士に対し，第２条第１項又

は第３項の登録の有効期間ごとに，規則で定める研修を受けさせなければならない。た

だし，当該登録の有効期間内に浄化槽管理士免状の交付を受けた浄化槽管理士は，この

限りでない。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に市長の登録を受けて市内で浄化槽の保守点検を行う事業を営

んでいる者については，当該登録の有効期間の満了の日までの間は，改正後の第９条第

４項の規定は，適用しない。
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議案第３０号

新潟市病院事業使用料及び手数料条例の一部改正について

新潟市病院事業使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。

令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市病院事業使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

新潟市病院事業使用料及び手数料条例（昭和３４年新潟市条例第３７号）の一部を次の

ように改正する。

 別表中

「

分娩型居室 １日 １６，５００円 を

」

「

産科特別室 １日 ９，９００円 に改める。

」

附 則 

 （施行期日）

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の別表の規定は，この条例の施行の日以後の病院の使用に係る使用料及び手数

料について適用し，同日前の病院の使用に係る使用料及び手数料については，なお従前

の例による。
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議案第３１号

新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部改正について 

 新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一 

新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部を改正する条例 

 新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例（昭和４１年新潟市条例第８

号）の一部を次のように改正する。

 第１条の次に次の１条を加える。

（団員の種類）

第１条の２ 団員の種類は，次に掲げるとおりとする。

 （１） 基本団員 次号に規定する機能別団員以外の団員をいう。

 （２） 機能別団員 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する大学，短期大

学，高等専門学校若しくは修業年限２年以上の専門課程の専修学校又はこれらと同等

と認める学校等に在籍している団員で，従事すべき消防事務の範囲が極めて限定され

た規則で定める特定の任務に従事するものをいう。

 第２条を次のように改める。

 （定員）

第２条 団員の定員は，次に掲げるとおりとする。

 （１） 基本団員 ６，０９３人

 （２） 機能別団員 ３５０人

２ 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令（昭和３１年政令第３４６

号。以下「施行令」という。）第４条第１項第１号の条例定員は，前項各号の定員を合

計した数とする。
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３ 施行令第４条第３項の条例定員は，第１項第１号の数とする。

 第９条ただし書中「招集」を「基本団員は，招集」に改める。

第１４条第２項中「団員」を「基本団員」に改める。

 別表中

「

団員

機関係である者

その他の団員

２７，６００

２３，０００

 を

」

「

団員

機関係である者 ２７，６００

 に機能別団員 ９，６００

その他の団員 ２３，０００

」

改める。

附 則

 この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第３２号 

新潟市消防関係手数料条例の一部改正について 

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

令和２年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一 

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例 

新潟市消防関係手数料条例（平成２２年新潟市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

別表３９の項第２号中「又は圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器」を「，圧縮天然ガス

自動車燃料装置用容器又は圧縮水素自動車燃料装置用容器」に改める。 

附 則 

この条例は，令和２年４月１日から施行する。 
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議案第３３号

新潟市監査委員条例の一部改正について 

 新潟市監査委員条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市監査委員条例の一部を改正する条例 

 新潟市監査委員条例（昭和３９年新潟市条例第７号）の一部を次のように改正する。

 第５条中「第２４３条の２第３項」を「第２４３条の２の２第３項」に改める。

 第７条中「行なう」を「行う」に改める。

 第１１条を第１２条とし，第１０条を第１１条とする。

第９条中「行なう」を「行う」に改め，同条を第１０条とする。

第８条を第９条とし，第７条の次に次の１条を加える。

（内部統制評価報告書の審査）

第８条 法第１５０条第５項の審査は，市長からその審査を求められたときに行う。

２ 監査委員は，前項の規定による審査を終了したときは，その意見書を市長に提出しな

ければならない。

附 則

この条例は，令和２年４月１日から施行する。
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議案第３４号

町（字）の区域及び名称の変更について      

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により，本市区域内の 

町（字）の区域及びその名称を次のように変更し，土地区画整理法（昭和２９年法律第１

１９号）第１０３条第４項の規定による換地処分の公告のあった日の翌日から施行するも

のとする。

  令和２年２月１８日提出

新潟市長 中原 八一  

町（字）の区域及び名称変更調書 

変      更      前 変更後 

町 字 地      番 町 

茗荷谷 東囲 ９７９の１から９７９の５まで、９８４の１、 

９８４の２、９８５の１、９８５の２、９８６、 

９８７の１、９８７の２、９８８の１、９８８の２、 

９９２、９９３の１、９９３の２、９９４の１、 

９９４の２、９９８の１、９９８の２、９９９、 

１０００の１、１０００の２、１００１、 

１００２の１、１００２の２、１００５、 

１００６の１、１００６の２、 

１００７の１から１００７の３まで、 

１００８の１から１００８の７まで、１０６０、 

１０６１の１から１０６１の９まで、 

１０６２から１０７０まで、１０７２から１０８１まで

茗荷谷 

及び当該変更に伴う公有地を含む。 
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町（字）の区域及び名称変更略図 

縮尺 １：５，０００

は ん 例

変更予定区域線

（    ） 旧 町 （ 字 ） 名

 茗荷谷 

（茗荷谷字東囲） 

 新潟市中央卸売市場 



議案第３５号

新潟市及び加茂市における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約の締結について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定により，新潟市及

び加茂市における連携中枢都市圏形成に係る連携協約を次のとおり締結するものとする。

  令和２年２月１８日提出

                            新潟市長 中原 八一

新潟市及び加茂市における連携中枢都市圏の形成に係る連携協約

新潟市（以下「甲」という。）及び加茂市（以下「乙」という。）は，連携中枢都市

圏構想推進要綱（平成２６年８月２５日付け総行市第２００号総務省自治行政局長通知）

に基づく連携中枢都市圏として新潟広域都市圏（以下「圏域」という。）を形成するため，

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定に基づき，次のとお

り連携協約を締結する。

（目的）

第１条 この連携協約は，甲及び乙が連携して，圏域全体の経済成長のけん引，高次の都

市機能の集積・強化及び圏域全体の生活関連機能サービスの向上を図ることにより，

人口減少・少子高齢社会にあっても，活力ある地域経済を維持し，住民が安心して快

適な暮らしを営むことができる圏域を形成することを目的とする。

（基本方針）

第２条 甲及び乙は，前条に規定する目的を達成するため，次条に規定する取組を連携し

て推進するものとする。

（連携する取組及び役割分担）

第３条 甲及び乙が連携する取組及び役割分担は，別表に掲げるとおりとする。

（費用負担）

第４条 前条に規定する取組に要する費用の分担については，甲及び乙が協議して別に定

める。
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（協議）

第５条 甲及び乙は，この連携協約の推進に関し連絡調整を図るため，毎年度協議を行う

ものとする。

（変更及び廃止）

第６条 この連携協約を変更し，又は廃止しようとする場合は，甲及び乙の協議によるも

のとする。この場合において，甲及び乙は，地方自治法第２５２条の２第４項の規定

により，あらかじめ議会の議決を経なければならない。

附 則

この連携協約は，令和２年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

１ 圏域全体の経済成長のけん引

取組 甲の役割 乙の役割

産学金官民が一

体となった経済

成長の推進

産学金官民一体となっ

た懇談会を設置して新

潟広域都市圏ビジョン

の進捗管理を行うとと

もに，今後の圏域の在

り方の検討に取り組

む。

乙と連携して，新

潟広域都市圏ビジ

ョンの進捗管理を

行うとともに，経

済成長の推進に中

心となって取り組

む。

甲と連携して，新

潟広域都市圏ビジ

ョンの進捗管理に

協力するととも

に，経済成長の推

進に取り組む。

創業促進や地域

企業等の成長促

進

創業への支援，地域企

業等による新規事業展

開や販路拡大の支援な

どに取り組む。

乙と連携して，地

域企業等の成長促

進に中心となって

取り組む。

甲と連携して，地

域企業等の成長促

進に取り組む。

地域資源を活用 地域資源を活用した商 乙と連携して，地 甲と連携して，地
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した地域経済の

裾野拡大

品・サービスの開発や

販路開拓の推進に取り

組む。

域経済の裾野拡大

に中心となって取

り組む。

域経済の裾野拡大

に取り組む。

戦略的な観光施

策

観光客の受入環境の整

備を図りながら，圏域

内の観光資源を活用

し，コンベンション等

（ＭＩＣＥ）も含めた

交流人口の拡大に取り

組む。

乙と連携して，戦

略的な観光施策の

推進に中心となっ

て取り組む。

甲と連携して，戦

略的な観光施策の

推進に取り組む。

その他，圏域全

体の経済成長の

けん引に係る施

策

国内外に対する効果的

な情報発信等により，

経済成長のけん引に取

り組む。

乙と連携して，経

済成長のけん引に

中心となって取り

組む。

甲と連携して，経

済成長のけん引に

取り組む。

２ 高次の都市機能の集積・強化

取組 甲の役割 乙の役割

高度な中心拠点

や圏域内外への

アクセス拠点の

整備

高度な中心拠点や交通

アクセス拠点の整備，

利用促進等に取り組

む。

高度な中心拠点の

整備等に取り組

む。

甲の取組に協力す

る。

高等教育・研究

開発の環境整備

高度専門的な研究開発

機関の環境整備や研究

成果の活用等に取り組

む。

研究開発の環境整

備等に取り組む。

甲の取組に協力す

る。

３ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上
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 （１） 生活機能の強化に係る政策分野

取組 甲の役割 乙の役割

福祉 少子高齢社会に対応し

た福祉サービスの充実

に取り組む。

乙と連携して，福

祉の充実に取り組

む。

甲と連携して，福

祉の充実に取り組

む。

教育・文化・ス

ポーツ

公共施設の相互利用等

による教育・文化・ス

ポーツの振興に取り組

む。

乙と連携して，教

育・文化・スポー

ツの振興に取り組

む。

甲と連携して，教

育・文化・スポー

ツの振興に取り組

む。

土地利用 コンパクトシティをは

じめとした，圏域全体

の土地利用の在り方の

検討に取り組む。

乙と連携して，土

地利用の検討に取

り組む。

甲と連携して，土

地利用の検討に取

り組む。

地域振興 地域の観光資源の開発

や商店街の活性化等に

取り組む。

乙と連携して，地

域振興に取り組

む。

甲と連携して，地

域振興に取り組

む。

災害対策 災害時の連携体制の構

築や防災・減災施策の

推進に取り組む。

乙と連携して，災

害対策に取り組

む。

甲と連携して，災

害対策に取り組

む。

環境 自然環境の保全や循環

型社会の構築に取り組

む。

乙と連携して，環

境対策に取り組

む。

甲と連携して，環

境対策に取り組

む。

 （２） 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野

取組 甲の役割 乙の役割
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地域公共交通 地域公共交通ネットワ

ークの確保や利便性向

上に取り組む。

乙と連携して，地

域公共交通の充実

に取り組む。

甲と連携して，地

域公共交通の充実

に取り組む。

ＩＣＴインフラ

整備 

ＩＣＴ環境の整備や各

分野での活用に取り組

む。 

乙と連携して，Ｉ

ＣＴインフラ整備

に取り組む。 

甲と連携して，Ｉ

ＣＴインフラ整備

に取り組む。 

道路等の交通イ

ンフラの整備・

維持

道路の老朽化対策やネ

ットワーク機能の向上

に取り組む。

乙と連携して，道

路等の交通インフ

ラの整備・維持に

取り組む。

甲と連携して，道

路等の交通インフ

ラの整備・維持に

取り組む。

地域の生産者や

消費者等の連携

による地産地消

食の安全・安心の確保

や地産地消の推進に取

り組む。

乙と連携して，地

産地消の推進に取

り組む。

甲と連携して，地

産地消の推進に取

り組む。

地域内外の住民

との交流・移住

促進

圏域の魅力の効果的な

発信等により，東京圏

等からの移住・定住の

促進に取り組む。

乙と連携して，移

住・定住の促進に

取り組む。

甲と連携して，移

住・定住の促進に

取り組む。

 （３） 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野

取組 甲の役割 乙の役割

人材の育成 圏域内市町村の職員等

の能力向上を図るた

め，研修の共同実施等

に取り組む。

乙と連携して，人

材の育成に取り組

む。

甲と連携して，人

材の育成に取り組

む。

圏域内市町村の 圏域内市町村の職員同 乙と連携して，圏 甲と連携して，圏
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職員等の交流 士の連携強化等を図る

ため，人事交流の推進

に取り組む。

域内市町村の職員

等の交流に取り組

む。

域内市町村の職員

等の交流に取り組

む。
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議案第３６号

市道路線の認定及び廃止について 

次のとおり市道路線の認定及び廃止をするものとする。 

令和２年２月１８日提出 

新潟市長 中原 八一   

１ 認定する路線 

整理

番号

路 線 名
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１
豊栄駅・ 

木崎線 

新潟市北区柳原一丁目 4338 番地先 新潟市北区鳥屋字鳥屋前

652 番 1 地先 新潟市北区木崎字柳原 1174 番 1 地先 

２

豊栄１－ 

９１５号線 

新潟市北区前新田字前新田甲 27 番 3 地先 新潟市北区前新田字古囲

内甲 92 番 9 地先 新潟市北区前新田字古囲内甲 92 番 5 地先 

２
豊栄１－ 

９１６号線 

新潟市北区前新田字古囲内甲 92 番 18 地先 新潟市北区前新田字古囲

内甲 92 番 17 地先 新潟市北区前新田字古囲内甲 92 番 16 地先 

３
東４－ 

１４６号線

新潟市東区竹尾一丁目 531 番 14 地先 新潟市東区竹尾一丁目

531 番 1 地先 新潟市東区竹尾一丁目 531 番 1 地先 

４
南３－ 

１２５号線 

新潟市中央区上所三丁目 354 番 57 地先 新潟市中央区上所三丁目

354 番 112 地先 新潟市中央区上所三丁目 354 番 81 地先 

４
南３－ 

１２６号線 

新潟市中央区上所三丁目 354 番 57 地先 新潟市中央区上所三丁目

354 番 69 地先 新潟市中央区上所三丁目 354 番 85 地先 

４
南３－ 

１２７号線 

新潟市中央区上所三丁目 354 番 93 地先 新潟市中央区上所三丁目

354 番 92 地先 新潟市中央区上所三丁目 354 番 91 地先 

４
南３－ 

１２８号線 

新潟市中央区上所三丁目 354 番 69 地先 新潟市中央区上所三丁目

354 番 75 地先 新潟市中央区上所三丁目 354 番 81 地先 

４
南３－ 

１２９号線 

新潟市中央区上所三丁目 354 番 62 地先 新潟市中央区上所三丁目

354 番 85 地先 新潟市中央区上所三丁目 354 番 96 地先 
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整理

番号

路 線 名
起     点

重要な経過地 

終     点

４
南４－ 

１６０号線 

新潟市中央区女池四丁目 801 番 2 地先 新潟市中央区女池四丁目

774 番 64 地先 新潟市中央区女池四丁目 774 番 53 地先 

５
南７－ 

４２３号線 

新潟市中央区上沼 720 番 3 地先 新潟市中央区上沼 720 番

12 地先 新潟市中央区上沼 720 番 15 地先 

６
東８－ 

１８９号線 

新潟市江南区江口字伊勢堂 1602 番 8 地先 新潟市江南区江口字伊勢

堂 1602 番 6 地先 新潟市江南区江口字上川原 5441 番 1 地先 

７

東８－ 

３３９号線 

新潟市江南区茗荷谷字東囲 874 番 3 地先 新潟市江南区茗荷谷字東

囲 815 番地先 新潟市江南区茗荷谷字東囲 815 番地先 

６
東９－ 

１５９号線 

新潟市江南区三百地 5199 番 1 地先 新潟市江南区三百地 5200

番 1 地先 新潟市江南区三百地 5200 番 13 地先 

７
東９－ 

１６０号線 

新潟市江南区丸山字清水が丘 17 番 4 地先 新潟市江南区丸山字清水

が丘 16 番 2 地先 新潟市江南区丸山字清水が丘 13 番 1 地先 

８
横越１－ 

３０８号線 

新潟市江南区横越東町一丁目 3678 番 2 地先 新潟市江南区横越東町一

丁目 3677 番 21 地先 新潟市江南区横越東町一丁目 3677 番 9 地先 

９
小須戸１－ 

３３４号線 

新潟市秋葉区鎌倉字下谷内 49 番 1 地先 新潟市秋葉区天ヶ沢字大

沢谷内 798 番 2 地先 新潟市秋葉区天ヶ沢字大沢谷内 762 番 2 地先 

９
小須戸１－ 

３４０号線 

新潟市秋葉区矢代田字舟戸 1123 番 8 地先 新潟市秋葉区矢代田字舟

戸 1123 番 26 地先 新潟市秋葉区矢代田字舟戸 1123 番 29 地先 

９
小須戸１－ 

３４１号線 

新潟市秋葉区矢代田字舟戸 1123 番 7 地先 新潟市秋葉区矢代田字舟

戸 1123 番 15 地先 新潟市秋葉区矢代田字舟戸 1123 番 18 地先 

１０
小須戸１－

３４２号線 

新潟市秋葉区横川浜字雁巻 594 番地先 新潟市秋葉区横川浜字雁

巻 601 番 1 地先 新潟市秋葉区横川浜字潟端 508 番１地先 

１１
白根１－ 

５４１号線 

新潟市南区新飯田字前谷内 2996 番 12 地先 新潟市南区新飯田字前谷

内 8056 番 1 地先 新潟市南区新飯田字前谷内 8061 番地先 
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整理

番号

路 線 名

起     点

重要な経過地 

終     点

１０
白根１－ 

５４２号線 

新潟市南区上八枚字居付 1818 番地先 新潟市南区上八枚字居付

1815 番 1 地先 新潟市南区上八枚字居付 1824 番地先 

１２
西２－ 

３０２号線

新潟市西区五十嵐東三丁目 6280 番 11 地先 新潟市西区五十嵐東三丁

目 6278 番 13 地先 新潟市西区五十嵐東三丁目 6271 番 32 地先 

１２
西４－ 

１８９号線

新潟市西区大野字村中 156 番 1 地先 新潟市西区大野字村中

177 番 1 地先 新潟市西区大野字村中 178 番 3 地先 

１３
黒埼２－ 

１６６号線

新潟市西区板井字浦田 2592 番 11 地先 新潟市西区板井字浦田

2592 番 16 地先 新潟市西区板井字浦田 2592 番 19 地先 

１３
黒埼２－ 

１６７号線

新潟市西区板井字浦田 2592 番 14 地先 新潟市西区板井字浦田

2592 番 7 地先 新潟市西区板井字浦田 2592 番 10 地先 

１４
巻２－ 

５４１号線

新潟市西蒲区越前浜字向谷地 5317 番 2 地先 新潟市西蒲区越前浜字向

谷内 5317 番 16 地先 新潟市西蒲区越前浜字向谷地 5317 番 19 地先 
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２ 廃止する路線 

整理

番号

路 線 名
起     点 

重要な経過地 

終     点 

１５
豊栄駅・ 

木崎線 

新潟市北区葛塚字下大口 4365 番地先 新潟市北区鳥屋字鳥屋前

652 番 1 地先 新潟市北区豊栄石動二丁目 5 番 1 地先 

１５
豊栄１－ 

１０９号線 

新潟市北区木崎字木崎 17 番地先 新潟市北区木崎字柳原

1174 番地先 新潟市北区木崎字柳原 1174 番地先 

１６

東８－ 

１８９号線 

新潟市江南区江口字伊勢堂 4127 番地先 新潟市江南区江口字伊勢

堂 4126 番地先 新潟市江南区江口字伊勢堂 4124 番 2 地先 

１７
小須戸１－ 

３３４号線 

新潟市秋葉区天ヶ沢字大沢谷内 798 番 2 地先 新潟市秋葉区天ヶ沢字大

沢谷内 797 番 2 地先 新潟市秋葉区天ヶ沢字大沢谷内 762 番 2 地先 
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１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

豊栄駅・木崎線

木崎小

新井郷川

日本海東北自動車道

豊栄新潟東港IC

国道7号

新発田川

JR白新線

JR豊栄駅

豊栄高

北消防署

新潟競馬場

福島潟放水路



２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①豊栄１－９１５号線
②豊栄１－９１６号線

葛塚東小

新井郷川

豊栄南運動公園

JR白新線

豊栄図書館

JR豊栄駅

北区役所

①

②

北区文化会館

葛塚小

光晴中



３ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

竹尾小

牡丹山小

木戸小

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

東４－１４６号線

石山中

江南小

JR白新線

JR信越本線

竹尾IC

新潟地域振興局竹尾庁舎



４ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①南３－１２５号線
②南３－１２６号線
③南３－１２７号線
④南３－１２８号線
⑤南３－１２９号線
⑥南４－１６０号線

白新中

女池IC 江南高

信濃川

南出張所

②

①

JR越後線

JR上越新幹線

上所小

鳥屋野中

上山小

新潟南高

新潟警察署

国道８号

③

⑥

④ ⑤

女池小

鳥屋野潟



５ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

南７－４２３号線

女池IC

鳥屋野潟

中部下水処理場

鳥屋野中

新潟中央JCT

親松排水路

上山中

磐越自動車道

JR上越新幹線

女池小

江南高

鳥屋野潟公園

鳥屋野運動

公園野球場

女池小



６ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①東８－１８９号線
②東９－１５９号線

大江山公民館

阿賀野川

阿賀野川公園

①

②

大淵小

阿賀野川河川公園



７ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①東８－３３９号線
②東９－１６０号線

北山池

中央卸売市場

丸山小

亀田東小

①

②



８ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

横越１－３０８号線

横越出張所

よこごし公園

横越中

国道４９号

阿賀野川

阿賀野川浄水場

木津IC

横越小



９ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①小須戸１－３３４号線
②小須戸１－３４０号線
③小須戸１－３４１号線

小向揚水機場

小須戸小

JR信越本線

②

③

小須戸中

①

小須戸運動広場



１０ 市 道 路 線 認 定 図（ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①小須戸１－３４２号線
②白根１－５４２号線

信濃川

②

①

小須戸出張所

小須戸中

雁巻緑地公園

小須戸小



１１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

白根１－５４１号線

国道８号

中ノ口川



１２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①西２－３０２号線
②西４－１８９号線

JR越後線

JR新潟大学前駅

新潟大

新通小

新潟清心女子中

新潟清心女子高

西川

日本文理高

新潟工業短期大

日本海

五十嵐小
西総合スポーツセンター

国道４０２号

①

②



１３ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①黒埼２－１６６号線

②黒埼２－１６７号線

新潟中央環状線

中ノ口川

北陸自動車道

JR上越新幹線

黒埼南小

①

②

みどりと森の運動公園



１４ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

巻２－５４１号線

青少年研修センター

日本海

国道４０２号

越前小



１５ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

①豊栄駅・木崎線
②豊栄１－１０９号線

木崎小

新井郷川

日本海東北自動車道

JR白新線

JR豊栄駅

①

②

新発田川

豊栄新潟東港IC

福島潟放水路

葛塚東小

国道7号

豊栄高

新潟競馬場

北消防署



１６ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

東８－１８９号線

阿賀野川

大淵小

日本海東北自動車道
阿賀野川河川公園

阿賀野川公園

大江山公民館



は ん 例

起点 終点

－－－－－既成公道

小須戸１－３３４号線

JR信越本線
小向揚水機場

１７ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）



議案第３８号

包括外部監査契約の締結について 

次のとおり包括外部監査契約を締結するものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

新潟市長  中原 八一   

１ 契約の目的 

  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契約の始期 

  令和２年４月１日 

３ 契約の金額 

  １５，０００，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法 

  契約の定めるところによる 

５ 契約の相手方 

  住所 新潟市中央区京王１丁目１９番２１号 

  氏名 今井 慶貴 

  資格 弁護士 
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